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防波壁 
⑤ 

区間② 

防波壁断面図 

ケーソン 

防波壁 

グラウンドアンカー 

T.P.+8.5m 

T.P.+15.0m 

1.施設概要 

 防波壁及び防水壁の構造 

区間① 

防波壁断面図 防波壁 

ケーソン 

グラウンドアンカー 

T.P.+15.0m 

T.P.+6.5m 

第771回審査会合 
資料1-3 P3 再掲 

第771回審査会合 
資料1-3  P17 加筆・修正 
※修正個所を青字で示す 
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防波壁 
⑤ 

区間③ 

防波壁断面図 
防波壁 

鋼管杭 φ2,200，φ2,000，φ1,800，φ1,600 

区間④ 

防波壁断面図 

防波壁 

H鋼 

T.P.+8.5m 

T.P.+15.0m 

T.P.+15.0m 

T.P.+8.5m 

T.P.+15.0m 

T.P.+8.5m 

1.施設概要 

 防波壁及び防水壁の構造 

区間⑤ 

防波壁断面図 

取水槽内側 取水槽外側 

取水槽防水壁 

アンカーボルト 

取水槽防水壁断面図 

T.P.+10.8m 

取水槽防水壁 

T.P.+8.8m 

第771回審査会合 
資料1-3 P4 再掲 
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1.施設概要 

 取水・放水施設 断面図（１号炉） 

１号炉取水施設 

１号炉放水施設 

防水壁 
T.P.+10.8m 

第771回審査会合 
資料1-3 P5 再掲 
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1.施設概要 

 取水・放水施設 断面図（２号炉） 

２号炉放水施設 

２号炉取水施設 

取水管下端 
 T.P.-7.3m 

原子炉補機海水ポ
ンプ設計取水可能
水位 T.P.-8.32m 取水口呑口位置 

（T.P.-9.5m～-12.5m） 

循環水ポンプ 

防水壁 
T.P.+10.8m 

取水管上端 
 T.P.-3.0m 

第771回審査会合 
資料1-3 P6 再掲 
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1.施設概要 

 取水・放水施設 断面図（３号炉） 

３号炉取水施設 

３号炉放水施設 

第771回審査会合 
資料1-3 P7 再掲 



10 

① ③ ④ ⑤ ⑥

⑦

⑧

⑨ ⑩ ⑫
⑬

⑭

②

⑪

3号炉

2号炉
1号炉

凡例 

屋外排水路逆止弁 

防波壁通路防波扉 

Ａ 

B 

C D 

エリア 
接続 
場所 

開口寸法 

3号炉 
北 側 施 設
護岸 

① Φ 2,000 
② Φ 1,500 
③ Φ 1,500 
④ Φ 1,500 
⑤ Φ 1,500 
⑥ Φ 1,500 

3号炉 
東 側 施 設
護岸 

⑦ Φ 700 
⑧ Φ 500，800 
⑨ □2,000×2,000 

1,2号炉 
北 側 施 設
護岸 

⑩ Φ 800 
⑪ Φ 800 
⑫ Φ 800 
⑬ Φ 800 
⑭ Φ 1,500 

屋外排水路逆止弁 

位置 扉寸法 

A □6,485×11,400 

B □6,700×6,500 

C □5,700×6,500 

D □5,700×6,500 

防波壁通路防波扉 

扉寸法 

□3,000×3,100 

1.施設概要 

 屋外排水路逆止弁及び防波壁通路防波扉等の設置位置 
第771回審査会合 

資料1-3 P8 加筆・修正 
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2.既往津波の検討 2-1 文献調査等による既往津波に関する検討 

 万寿津波に関する文献 

万寿津波について記載された主な文献を以下に引用し整理した。 

文献名 歴史記録等の信頼性に関する記載 津波発生原因に関する記載 津波影響範囲・津波高さに関する記載 

歴史地震の研究(2) 
万寿3年5月23日（1026年
6月16日）の地震および津
波の災害について 
飯田(1985)(1) 

・日本の地震史や津波史ないしは災
害史にもその記事は見当らない。 

・高津川・益田川の沖合に震源があったと
考えられる。震央を求めれば海岸から約
10kmくらい沖合で東経131.8度，北緯34.8

度くらいになる。 

・影響範囲の西は山口県阿武郡の須佐付近から
東は島根県那賀郡江津付近までの約120kmに
及んでいる。 

・津波の高さはその被害および浸入の範囲や現
地の陸地高距などから考えて大きなところが
6~10mと考えられる。 

堆積物にみる万寿地震津
波の痕跡 
箕浦(1994)(2) 

・当時の主だった歴史記録に津波に
関する明らかな記述はなく，この災
害が文献にあらわれたのはずっと後
世になってからである。 

- 

・平野を構成する堆積物の分布からは，万寿の
津波は海岸からせいぜい数キロさかのぼったに
すぎなかったと推定され，その規模はこれまでの
推定よりずっと小さかったと考えられる。 

万寿石見津波の浸水高
の現地調査 
都司・加藤(1995)(3) 

・地点の指定された伝承にかぎれば，
それらが記録化されたのは，古くて
江戸時代の中期であることに注意し
たい。 

・残念ながら，万寿津波の場合には
信頼性のおける確実な史料というも
のがない。 

・万寿津波という益田平野で高さ20mを越える
ような大きな津波を伴う地震が山陰沖で起きて
いたとしても別に不思議ではないといえるであ
ろう。ただ，ではその地震の振動がどうして韓国
側，高麗王朝の記録に記載されていないのかと
いう疑問が残る。 

・このとき京都では「小右記」の日記が書き続け
られており，毎日の天候とともに有感地震も記
録されていた。そこには，万寿3年5月23日はた
だ天気「晴れ」とかかれているだけで，有感地震
についてはなにも書かれていない。 

・益田市益田川，高津川下流の平野部で，万寿
津波の浸水先の伝承のある地点の津波の高さ
を測ってみると，すべて，およそ20m以上と25m

以下の値が得られた。 

日本被害地震総覧 
宇佐美ほか(2013)(4) 

・口碑および信憑性の低い史料によ
る。 

・口碑・史料に「地震」という語は見出せな
い。 

・波は川沿いに16km上流に達したという。 

・被害は50km以上東の黒松（現江津市黒松町）にま
で及んだ。 

海溝型地震の予後：津波
痕跡による変動の評価 
箕浦ほか(2014)(5) 

- 

・大規模な斜面崩壊による海洋変動が津
波発生の原因 

・北北西約135kmの遥か沖に残された
800m近い落差を有する海底地滑り 

・岩見（現在の島根県益田市）の海岸に巨大な津
波が襲来した。 

・万寿津波については，津波影響範囲や津波高さについて記載はあるものの，ほとんどが信頼性の低い歴史記録によるものであり，信憑
性に乏しいと考えられる。また，津波の襲来範囲は島根県の江津（ごうつ）までとされており，敷地への影響はなかったと考えられる。 

 ※万寿津波の数値シミュレーションによる敷地への影響検討は，海底地すべりに起因する津波の検討により実施する。（P232～241参照） 

第771回審査会合 
資料1-3 P12 再掲 
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2.既往津波の検討 2-1 文献調査等による既往津波に関する検討 

 （参考）万寿津波に関する文献（箕浦ほか(2014) ） 

・箕浦ほか(2014)によると，「万寿3年5月23日に岩見（現在の島根県益田市）の海岸に巨大な津波が襲来した。大規模な斜面崩
壊による海洋変動が津波発生の原因と結論された。その痕跡は，（中略）北北西約135kmの遥か沖に残された800m近い落差を有
する海底地滑りである。」，また，「益田沖の海底地滑りに関して同様に試算してみたところ，万寿3年5月23日（グレゴリオ暦
1026年6月16日）津波堆積物の分布を説明できた。」としている。 

第771回審査会合 
資料1-3 P13 再掲 
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 韓国沿岸部 

※１ 現在，HPから削除されている。 
※２ 宇津（1999）(7)によると，「Ms＞6.8ではﾓｰﾒﾝﾄ 
   ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞMwとMsがよく一致する」とされて 
   いる。 

（１）HTDB(2000)(6)※１ 

・「韓国（全地震）」として取りまとめた記録によると，韓半島東側
海域では，Ms6～7.6程度※２の地震が発生したとされているが， 
「韓国（全津波）」として取りまとめた記録にそれらの地震に対応
する津波の記載はない。 
・「韓国（全津波）」によると，韓半島東側海域では，1681年6月に
Ms7.0程度の地震に伴う津波が発生したとされている。 
（２）秋ほか（2005）(8) 
・韓半島で発生した最大の地震は，1681年6月に発生した韓国東
海岸地震（M7.5）とされている。 
・韓国東海岸地震(M7.5)について，朝鮮王朝実録の記載より，津
波の引き潮のために潮が平常の波打ち際から100mから200m退
き，海底が露出したと解釈できることから，5mかそれ以上の海水
位の低下があったものとされている。 

島根原子力発電所 

(2)1681年 M7.5 

(1)1975年 Ms7.6 

韓国沿岸部 

(2)1681年津波    
  の記載地点 

・韓国沿岸部においては，Ms6～7.6程度の地震が発生したとされているが，それらの地震に対応
する津波は韓国沿岸では観測されていない。 
・秋ほか（2005）では1681年の韓国東海岸地震（M7.5）に伴う津波の記述があるが，渡辺(1998)(9)

によると，その津波が日本へ到達した記述はない。 

2.既往津波の検討 2-1 文献調査等による既往津波に関する検討 

 韓国・ロシア沿岸部に想定される地震に伴う津波 
第771回審査会合 
資料1-3 P14 再掲 
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 ロシア沿岸部 

（１）HTDB(2000) 
・「ロシア沿岸（全地震）」として取りまとめた記録
によると，沿岸部の海底地形の急変部付近に
おいて，Ms7.0から7.8程度の地震が発生したと
されているが， 「ロシア沿岸（全津波）」として取
りまとめた記録に，それらの地震に対応する津
波の記載はない。 
・「ロシア沿岸（全津波）」として取りまとめた記録
によると，Ms4.4程度の地震に伴う津波が観測
されている。 

1973年 Ms7.8 

ロシア沿岸部 

島根原子力発電所 

 ロシア沿岸部においては， Ms7.0から7.8程度
の地震が過去に発生しているが，それらに対
応する津波が記載されてない。 

2.既往津波の検討 2-1 文献調査等による既往津波に関する検討 

 韓国・ロシア沿岸部に想定される地震に伴う津波 
第771回審査会合 
資料1-3 P15 再掲 
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2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 管路計算方法 

• 開水路 

（連続の式） 

（運動方程式） • 管路 

（連続の式） 

（運動方程式） 

・取・放水口における水位の時刻歴波形を入力条件，取・放水槽におけるポンプ取・放水量（号機毎にポンプ運転
時・停止時の取・放水量を設定）を境界条件として管路計算を実施する。 
・取・放水経路は開水路区間と管路区間が混在するため，微小区間に分割した水路の各部分が，開水路状態か管
路状態かを逐次判定し，管路区間はその上下流端の開水路区間の水位（自由水面の水位）を境界条件として流
量計算を行う。開水路区間は，開水路の一次元不定流の式により流量・水位を計算する。 

土木学会(10)，(11)より引用 

【境界条件】 

ポンプ取水量 

Q 

取水口 
立坑 

取水槽 

【基礎方程式】 

【入力条件】 

取水口における 

水位の時刻歴波形 

【管路計算モデルイメージ】 

【開水路・管路の区別】 

第771回審査会合 
資料1-3 P16 再掲 
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海底地形 

島根原子力発電所 

大和堆 

800m格子 

島根原子力発電所 

400m格子 

200m格子 

変更後 

3200m格子 

3200m
格子 

1600m格子 

800m格子 

800m格子 

島根原子力発電所 

設置変更許可申請時（H25.12.25） 

 日本海全域 
既往津波の再現性検討の精度を更に向上させるため，津波の伝播経路，津波痕跡地点周辺の沿岸について計算格
子サイズを細分化した。 

・日本海東縁部に想定される地震による津波の伝播経路上に位置する大和堆について，最大計算格子サイズを
3,200mから800mに細分化した。  

・北海道～鳥取県沿岸の最大計算格子サイズを1,600mから200mに細分化した。  

100m格子 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 計算格子サイズの細分化 【申請以降の見直し】 

第771回審査会合 
資料1-3 P17 加筆・修正 

北海道・東北地方～鳥取県沿岸 
 

東北地方を削除 
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・隠岐諸島～島根半島の海底地形を考慮し，最大計算格子サ
イズを400mから100mに細分化した。 

400m格子 

800m格子 

1600m格子 

変更後 

400m格子 

200m格子 

100m格子 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 

海底地形 

設置変更許可申請時（H25.12.25） 

修正中 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 

800m格子 

50m格子 

50m格子 

 島根半島周辺 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 計算格子サイズの細分化 
第771回審査会合 
資料1-3 P18 再掲 
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・島根原子力発電所周辺においては，最小計
算格子サイズ6.25mの範囲を敷地周辺1km程
度から3km程度の範囲まで拡大した。 

400m格子 

200m格子 

100m格子 

50m格子 

25m格子 
12.5m格子 

6.25m格子 

50m格子 

25m格子 

12.5m格子 

6.25m格子 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 

海底地形 

修正中 

変更後 設置変更許可申請時（H25.12.25） 

島根原子力発電所 

100m格子 

 島根原子力発電所周辺 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 計算格子サイズの細分化 
第771回審査会合 
資料1-3 P19 再掲 



20 

値 算定根拠 

湾の奥行 a(m) 456.25 
解析上の輪谷湾の奥行きの
長さ 

湾内平均水深 h(m) 14 解析上の輪谷湾の平均水深 

固有周期※ T(s) 156 

湾口幅 b(m) 325.00 解析上の輪谷湾口の幅 

湾口補正係数 γ 1.297 

湾口補正した固
有周期 

Ｔ‘(s) 202 T’=Ｔγ 

湾口水深 h’(m) 25 
解析上の輪谷湾口付近の平
均水深 

湾内平均波長 Lv(m) 2,236 

湾中央部より奥
の平均波長 

Lo(m) 1,581 

・「湾口～湾中央部」及び「湾奥」について，土木学会による計算格子サイズの目安を満足しており，輪谷湾内の計
算格子サイズは妥当であると考えられる。 

区分 

土木学会による 

計算格子サイズの目安 
輪谷湾内
の計算格
子サイズ 考え方 値 

湾口～ 

湾中央部 

Lvの1/40

程度 
55.9m 6.25m 

湾奥 
Loの1/100

以下 
15.8m 6.25m 

輪谷湾の形状 

妥当性確認に要するパラメータ一覧 妥当性確認結果 

※ 基本周期としm=1とする。 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 計算格子サイズの妥当性に係る検討 
第771回審査会合 
資料1-3 P20 再掲 
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輪谷湾
(1995.9～
1996.8) 

境 

(1995.9～
1996.8)※1 

朔望平均満潮位 T.P.+0.46m T.P.+0.40m※2 

朔望平均干潮位 T.P.-0.02m T.P.-0.09m※2 

・評価水位の際に考慮している輪谷湾の
潮位観測データに基づく朔望平均満
潮・干潮位は，最寄りの気象庁潮位観
測地点（境）の潮位観測データに基づく
朔望平均満・干潮位と比較してほぼ同
等である。 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 気象庁潮位観測地点（境）の潮位データ 

境 

この地図は，国土地理院発行の20万分の1地形
図（大社，松江）を使用したものである。 

各月の朔望平均満潮位の推移 

各月の朔望平均干潮位の推移 

※1 1996.7.26～1996.8.3は欠測期間 

※2  日本海洋データセンター(2013)(12)に示される潮位 

    データより算定 

第771回審査会合 
資料1-3 P21 再掲 
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各月の朔望平均満潮位の推移 

各月の朔望平均干潮位の推移 

至近５年間 

(2005.4～
2010.3) 

設置変更許
可申請記載
(1995.9～
1996.8) 

朔望平均満潮位 T.P.+0.50m T.P.+0.46m 

朔望平均干潮位 T.P.+0.01m T.P.-0.02m 

・評価水位の際に考慮している朔望平均
満潮・干潮位(1995.9～1996.8)は，至近
５年間(2005.4～2010.3)の観測に基づく
朔望平均満・干潮位と比較してほぼ同
等である。 

潮位計設置点 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 至近５年間（2005年4月～2010年3月）の潮位データ 
第771回審査会合 
資料1-3 P22 再掲 
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2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 地震による地盤変動の考慮方法 

②津波伝播計算 
・上記により設定した海底地盤変位を考慮した海底地形により
津波の伝播計算を行い，津波水位の評価地点における最大
水位上昇量を求める。 

①初期条件 
・Manshinha and Smylie(1971)(13)の方法により計算される海底地
盤変位が瞬時に生じるように設定する。 

③朔望平均潮位及び地盤変動量の考慮 
・上昇側評価：最大水位上昇量に朔望平均満潮位を考慮した水位から地盤変動量を引算す
る。（地盤変動量は正） 

・下降側評価：最大水位下降量に朔望平均干潮位を考慮した水位から地盤変動量を引算す
る。（地盤変動量は正） 

最大水位上昇量 

▽T.P.±0m 

・地震により敷地周辺が隆起する場合の地盤変動の考慮方法について以下に記す。 

▽最大水位上昇量+朔望平均満潮位 

評価水位（上昇側） 

評価水位（下降側） 

▽T.P.±0m 

上昇側評価 下降側評価 

地盤変動量（隆起） 地盤変動量（隆起） 最大水位下降量 

④水位の比較・検討 
・評価水位と地震前の敷地・施設
等の標高とを比較・検討する。 

評価水位 
（朔望平均満・干潮位及び 

地盤変動量を考慮） 

地震前の敷地・施設等の 

標高 

比較・検討 

▽最大水位下降量+朔望平均干潮位 

第771回審査会合 
資料1-3 P23 再掲 
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2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （１）数値シミュレーション手法 

 地震による地盤変動の考慮方法 

②津波伝播計算 
・上記により設定した海底地盤変位を考慮した海底地形により
津波の伝播計算を行い，津波水位の評価地点における最大
水位下降量を求める。 

①初期条件 
・Manshinha and Smylie(1971)の方法により計算される海底地盤
変位が瞬時に生じるように設定する。 

・地震により敷地周辺が沈降する場合の地盤変動の考慮方法について以下に記す。 

④水位の比較・検討 
・評価水位と地震前の敷地・施設
等の標高とを比較・検討する。 

評価水位 
（朔望平均満・干潮位及び 

地盤変動量を考慮） 

地震前の敷地・施設等の 

標高 

比較・検討 
最大水位上昇量 

▽T.P.±0m 

▽最大水位上昇量+朔望平均満潮位 

評価水位（上昇側） 

評価水位（下降側） 

▽T.P.±0m 

上昇側評価 下降側評価 

地盤変動量（沈降） 地盤変動量（沈降） 

最大水位下降量 

▽最大水位下降量+朔望平均干潮位 

③朔望平均潮位及び地盤変動量の考慮 
・上昇側評価：最大水位上昇量に朔望平均満潮位を考慮した水位から地盤変動量を引算す
る。（地盤変動量は負） 

・下降側評価：最大水位下降量に朔望平均干潮位を考慮した水位から地盤変動量を引算す
る。（地盤変動量は負） 

第771回審査会合 
資料1-3 P24 再掲 
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・既往津波の再現性検討時に対象とする津波痕跡地点の範囲を，設置変更許可申請時（H25.12.25)の
「島根半島」から「北海道～島根県」に拡大し，再現計算時に対象とする津波痕跡地点数を増やした。 
・津波痕跡地点は，設置変更許可申請時（H25.12.25)の土木学会データから，最新の知見である東北大
学・原子力規制庁(2014)(14)の津波痕跡地点に変更し，そのうち信頼度の高いデータを使用した。 

項目 設置変更許可申請時（H25.12.25) 変更後 

対象範囲 島根半島のみ 北海道～島根県 

出典 
土木学会日本海中部地震震害調査委員会(1986)(15) 

土木学会耐震工学委員会（1997)(16) 
東北大学・原子力規制庁(2014) 

地点数 
1983年 日本海中部地震津波  17地点 
1993年 北海道南西沖地震津波 34地点 

1983年 日本海中部地震津波  212地点 
1993年 北海道南西沖地震津波 220地点 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 再現性検討に使用した津波痕跡地点 
第771回審査会合 

資料1-3 P25 加筆・修正 

北海道・東北地方～鳥取県沿岸 
 

東北地方を削除 
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2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 東北大学・原子力規制庁(2014)における島根半島の津波痕跡地点位置（1983年日本海中部地震津波） 

・東北大学・原子力規制庁(2014)に収録されている，1983年日本海中部地震津波の津波痕跡地点位置を示す。 
・信頼度に関係なく，敷地周辺の津波痕跡高が比較的高く記載されている地点として，「野波2.8m（信頼度Z※）」がある。 

津波痕跡地点位置図（1983年日本海中部地震津波） 

1983年日本海中部地震津波 

大社漁港 0.68m(B) 宇竜（日御碕） 0.52m(C) 

日御碕 0.52m(C) 

大社町（外洋） 1.84m(Z) 

宇竜漁港 1.84m(A) 

鷺浦漁港 1.38m(B) 

北浜漁港内 0.9m(A) 

小伊津（三津）漁港 1.18m(B) 

小伊津漁港 1.38m(B) 

小伊津（坂浦）漁港 1.18m(B) 

恵曇漁港 0.75m(A) 

島根原子力発電所 

片句 0.85m(C) 

御津 1.55m(C) 

加賀漁港 1.15m(B) 

小波 1.7m(C) 沖泊 1.7m(C) 

野井漁港 1.35m(B) 

七類港 1.15m(B) 

法田漁港 1.45m(B) 

雲津漁港 2.65m(B) 

軽尾 2.0m(B) 

※東北大学・原子力規制庁（2014)より引用 

野波 2.8m(Z) 

各痕跡地点で複数のデータがある場合は，
信頼度が高く痕跡高が大きい値を記載 

・野波地点の痕跡高について，東北大学・原子力規制庁（2014)に記載されている元文献（土木学会日本海中部地震震
害調査委員会（1986)）を確認したところ，島根半島の津波高分布図に野波地点の痕跡高として2.8mと記載があるのみ
で，詳細な位置が不明であることから， 本痕跡データは信頼性に乏しいと考えられる。 

第771回審査会合 
資料1-3 P26 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P26 
※修正個所を青字で示す 
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2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 東北大学・原子力規制庁(2014)における島根半島の津波痕跡地点位置（1993年北海道南西沖地震津波） 

・東北大学・原子力規制庁(2014)に収録されている，1993年北海道南西沖地震津波の津波痕跡地点位置を示す。 
・信頼度に関係なく，敷地周辺の津波痕跡高が比較的高く記載されている地点として，「佐波3.4m （信頼度C）」がある。 

1993年北海道南西沖地震津波 

津波痕跡地点位置図（1993年北海道南西沖地震津波） 

大社 0.25m(Z) 

宇龍 1.2m(B) 

鷺浦 1.7m(B) 

十六島 0.2m(C) 

鵜峠 1.2m(B) 

十六島 0.2m(Z)  

釜浦 1.3m(C) 

塩津 1.2m(C) 

三津 1.1m(B) 

佐香 1.4m(B) 

松江(魚瀬) 1.0m(Z)  

佐香 1.4m(Z)  

伊野浦 0.4m(C) 

六坊 0.4m(B)  

芦尾 0.7m(C) 

手結 1.2m(B) 

片句 1.7m(B) 

御津 1.93m(A) 

大芦2.2m（B）  

佐波 3.4m(C) 

野波 1.77m(A) 

加賀 1.52m(A) 

恵曇 1.4m(B) 

大芦 2.2m(Z) 

小波 1.6m(B) 
多古 1.15m(B) 

瀬崎 0.3m(B) 

野井 0.9m(C) 

笠浦 1.4m(B) 

千酌 0.97m(B) 

沖泊 1.3m(B) 

菅浦 1.0m(C) 

稲積 1.15m(B) 

片江 1.4m(B) 

笹子 1.4m(C) 

惣津 0.4m(C) 

七類 1.65m(A) 

七類 1.7m(B) 

法田 2.14m(A) 

諸喰 1.3m(C) 

雲津 2.5m(B) 

軽尾 2.65m(B) 

才浦 2.9m(B) 

島根原子力発電所 

各痕跡地点で複数のデータがある場合は，
信頼度が高く痕跡高が大きい値を記載 

・佐波地点の痕跡高については，東北大学・原子力規制庁（2014)に記載されている元文献（都司ほか（1994)(17)）を確認
したところ，文献の表（島根県本土側の状況）に，佐波地点の痕跡高3.4m，平目養殖施設大被害床上浸水との状況の
記載はあるが，その詳細な位置が不明であることから，本痕跡データは信頼性に乏しいと考えられる。 

第771回審査会合 
資料1-3 P27 再掲 
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・痕跡情報の信頼性が乏しい野波地点及び佐波地点について，敷地に与える影響の大きい鳥取県（2012）(18)が日本
海東縁部に想定した地震による津波の解析結果が津波痕跡高を上回っていることを確認した。 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 （参考）津波痕跡高と鳥取県(2012)に伴う解析結果の比較 

島根原子力発電所 

鳥取県(2012)が日本海東縁部に想定した地震による津波の 

最大水位上昇量分布 

佐波 
野波 

津波痕跡高 解析結果 
（鳥取県(2012)

が日本海東縁
部に想定した地
震による津波） 

1983年日本海中部
地震津波 

1993年北海道南西
沖地震津波 

野波地点 2.8m ― 5m以上 

佐波地点 ― 3.4m 5m以上 

第771回審査会合 
資料1-3 P28 再掲 
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凡例 

：津波痕跡地点 

・土木学会による再現性指標（目安）を満足しており，計算格子モデル，数値シミュレーションモデル及び計算手法は妥
当であることを確認しているが，北海道南西沖地震津波については，敷地近傍の一部の津波痕跡地点において既往
痕跡高と計算津波高に差異があることから，東北大学・原子力規制庁(2014)に収録されている痕跡地点（片句地点，
御津地点及び大芦地点）について，出典の都司ほか(1994)を確認するとともに，現地確認を実施した。 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 敷地近傍の津波痕跡地点の現地確認（1993年北海道南西沖地震津波） 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 

：現地確認地点 

第771回審査会合 
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都
司
ほ
か
（１
９
９
４
）の 

記
載 

既往津波 北海道南西沖地震津波 

痕跡地点名 片句（かたく） 

信頼度※ B 

地点名 大浜商店前 

観測状況 大浜商店前船揚げ斜面目地まで 

既往痕跡高 1.7m 

計算津波高 1.40m 

現地調査結果 
・片句漁港は，狭い湾内に防波堤が設置さ
れており，湾口が非常に狭隘である（図１）。 

図１ 痕跡地点位置図 

凡例 

津波痕跡地点 

撮影方向（図２） 

図２ 痕跡地点周辺写真 

・東北大学・原子力規制庁(2014)に収録されている津波痕跡地点（片句地点）について，出典の都司ほか(1994)を確認するとともに，現地
調査を実施した。 

0 100 200m 

0 50 100m 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 敷地近傍の津波痕跡地点の現地確認（1993年北海道南西沖地震津波：片句地点） 

・片句地点の既往津波痕跡高は狭隘な湾口により生じた局所的な値である可能性が高いと考えられる。 

※ 東北大学・原子力規制庁(2014)による記載 

第771回審査会合 
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都
司
ほ
か
（１
９
９
４
）の 

記
載 

既往津波 北海道南西沖地震津波 

痕跡地点名 御津（みつ） 

信頼度※ A 

地点名 JFしまね恵曇支所御津出張所 

観測状況 漁協ビル内１階階段２段目まで 

既往痕跡高 1.93m 

計算津波高 1.38m 

現地調査結果 

・御津漁港は，防波堤が複数設置されてい
る複雑な港湾形状である（図１）。 
・津波痕跡地点はJFしまね恵曇支所御津出
張所のビル内である（図２･３)。 

階段2段目まで
の高さ0.36m 

扉 

津波 

JFしまね恵曇支所御津出張所ビル 

・御津地点の既往痕跡高は複雑な港湾形状，建物内の反射等により生じた局所的な値である可能性が高いと考えられる。 

 図３ 津波痕跡地点における岸壁の断面図 
（御津漁港 漁港施設標準断面図 21 （1973年修築）に加筆） 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 敷地近傍の津波痕跡地点の現地確認（1993年北海道南西沖地震津波：御津地点） 

津波痕跡地点 

図２ 痕跡地点周辺写真 

図１ 痕跡地点位置図 
0 100 200m 

凡例 

津波痕跡地点 

津波痕跡地点 

（JFしまね恵曇支所御津出張所） 

0 50 100m 

撮影方向（図２） 

津波痕跡地点 

※ 東北大学・原子力規制庁(2014)による記載 

・東北大学・原子力規制庁(2014)に収録されている津波痕跡地点（御津地点）について，出典の都司ほか(1994)を確認するとともに，現地
調査を実施した。 

第771回審査会合 
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・大芦地点の既往痕跡高は都司ほか(1994)によると2.2mであるが，図面により確認した荷揚げ場前面の護岸高さ1.00mに，30cmの冠水を考
慮すると1.30mとなるため，大芦地点の既往痕跡高は1.30mと考えられる。 

都
司
ほ
か
（１
９
９
４
）の 

記
載 

 

既往津波 北海道南西沖地震津波 

痕跡地点名 大芦（おあし） 

信頼度※ B 

地点名 JFしまね大芦出張所荷捌所前 

観測状況 荷揚げ場前面で冠水30cm 

既往痕跡高 2.2m 

計算津波高 0.83m 

現地調査結果 
・荷揚げ場前面の護岸高さは図面（図３）によ
ると1.00mである。 図１ 痕跡地点位置図 

凡例 

津波痕跡地点 

撮影方向（図２） 

図２ 痕跡地点周辺写真 

津波痕跡地点 

 図３ 津波痕跡地点における岸壁の断面図 

▽+1.00m 

（大芦漁港 漁港施設標準断面図 27（1988年改修）に加筆 ） 

0 200 400m 

0 100 200m 

2.既往津波の検討 2-2 数値シミュレーション手法等 （２）既往津波の再現性の検討 

 敷地近傍の津波痕跡地点の現地確認（1993年北海道南西沖地震津波：大芦地点） 

津波痕跡地点 

※ 東北大学・原子力規制庁(2014)による記載 

・東北大学・原子力規制庁(2014)に収録されている津波痕跡地点（大芦地点）について，出典の都司ほか(1994)を確認するとともに，現地
調査を実施した。 

第771回審査会合 
資料1-3 P32 再掲 



33 

3号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉放水槽（循環水ポンプ停止時）  

3.68m 

1.60m 

3.15m 2.62m 

2.67m 1.80m 

3号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 

2.95m 1.89m 

3.20m 2.47m 

 日本海中部地震津波 

2.既往津波の検討 2-3 既往津波の敷地における水位の検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

上昇側評価 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

第771回審査会合 
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2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-1.30m -1.27m 

2.既往津波の検討 2-3 既往津波の敷地における水位の検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

下降側評価 

第771回審査会合 
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3号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 

1.54m 1.44m 

3.21m 2.30m 

3号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉放水槽（循環水ポンプ停止時）  

2.28m 

1.33m 

1.87m 2.12m 

3.58m 1.55m 

 北海道南西沖地震津波 

2.既往津波の検討 2-3 既往津波の敷地における水位の検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

上昇側評価 
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2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-1.09m -1.08m 

2.既往津波の検討 2-3 既往津波の敷地における水位の検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

下降側評価 

第771回審査会合 
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 1.施設概要                    
 2.既往津波の検討      
 3.地震による津波の想定      
  3-1 地震による津波の検討方針 
  3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 
  （１）  土木学会に基づく検討 
  （２）  国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
  （３）  国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の横ずれ断層に対するすべり角の知 
      見を踏まえた検討 
 3-3  日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 
  （１）  土木学会に基づく検討 
  （２） 地震発生領域の連動を考慮した検討 
  （３）  国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
  （４）  地方自治体独自の波源モデルに基づく検討 
  （５） 波源設定の妥当性検討 

4.地震以外の要因に起因する津波の想定 
 5.津波起因事象の重畳による津波想定 
 6.基準津波の策定 
 7.防波堤の影響検討 
 8.津波堆積物調査 
 9.津波の伝播特性 
10.取水性の確保 
11.年超過確率の参照 
12.基準津波に対する安全性（砂移動評価） 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 被害地震の震央分布（海洋プレート内地震等） 

880年出雲の地震（M7.0） 

島根原子力発電所 

2000年鳥取県西部地震（M7.3） 

［地震諸元は宇佐美ほか(2013)（19），気象庁(2014)（20）及び気象庁(2016)(21)による。] 

○  内陸地殻内地震 
○  海洋プレート内地震 

・地震タイプ（敷地から200km以内） 

・マグニチュード 

・敷地から200km以内の範囲で発生した内陸地殻内地震及び海洋プレート内地震の被害地震の震
央分布図を以下に示す。 

・海洋プレート内地震の震央分布と敷地の間に本州が位置していることから，海洋プレート内地震に
よる津波は，敷地周辺の海域活断層から想定される地震による津波より，敷地に与える影響は小さ
いと考えられる。 

海洋プレート内地震の震央位置 

2016年鳥取県中部の地震（M6.6） 

第771回審査会合 
資料1-3 P39 再掲 

第771回審査会合 
資料1-3  P17 加筆・修正 
※修正個所を青字で示す 
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・日本海東縁部で発生した津波は，大和堆と呼ばれる浅瀬で屈折し，島根県沿岸部に向かう傾向
があるため，この津波の伝播経路上に位置する海域活断層から想定される地震による津波の影
響について検討する。 

最大水位上昇量分布図 日本海全域（海底地形） 

島根原子力発電所 

大和堆 

（鳥取県(2012)が日本海東縁部に想定した地震による津波） 

大和堆 

島根原子力発電所 

 検討概要 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
資料1-3 P40 再掲 
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・文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015）（22)による「海域における断層情報総合
評価プロジェクト平成26年度成果報告書」には，大和堆周辺において，複数の断層が示されている。 

文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)より引用・加筆 

大和堆 

凡例 

 

 

 

 

 

ⅠＡ 

ⅠＢ 

ⅠＣ 

ⅠＤ 

ⅡＡ－Ｄ 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

Ⅰ ⅠＡ ⅠＢ ⅠＣ ⅠＤ 

Ⅱ ⅡＡ ⅡＢ ⅡＣ ⅡＤ 

（断層の下端） 

ランクＡ：中新世の不整合面 

ランクＢ：音響基盤 

ランクＣ：上部地殻 

ランクＤ：下部地殻 

（海底面における断層変位） 

ランクⅠ：堆積層内の地質構造に変位があり，かつ海底地 

      形にも変位がある。 

ランクⅡ：堆積層内の地質構造に変位があるが，海底地形 

      には変位が見られない。 

【断層の活動性について】 

 文献調査：文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015) 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
資料1-3 P41 再掲 
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・玉木ほか(1981）(23）による「日本海中部海域広域海
底地質図」には，大和堆周辺において，複数の断層
が示されている。なお，断層の活動性については示
されていない。 

玉木ほか(1981)より引用・加筆 

大和堆 

 文献調査：玉木ほか(1981) 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
資料1-3 P42 再掲 
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・文献調査により大和堆周辺において以下のとおり断層を抽出した。 
・海域活断層の断層長さ，走向及び傾斜方向を考慮し，評価対象活断層と
してym-5，ym-D及びym-Eを選定した。 

玉木ほか(1981)より引用・加筆 

※１ 上盤を断層の東側として走向を読み 
   取った。 
※２ 日本海東縁部に想定される地震によ 
   る津波の伝播経路に対して走向が直 
   交している断層のうち，最も断層長 
   さが長いため評価対象として選定し 
   た。 
※３ 断層長さは２番目であるが，最も長 
   い断層と傾斜方向が異なるため評価 
   対象として選定した。 
※４ 断層長さが最も長いため評価対象と 
   して選定した。 

ym-1 

ym-4 

ym-A 

ym-B 

ym-C 

ym-D 

ym-E 

ym-2 

ym-F 

ym-9 

ym-3 

ym-7 

ym-8 

ym-6 

ym-5 

ym-G 

凡例 

玉木ほか(1981)に 

示される断層 

文部科学省・国立研究開
発法人海洋研究開発機
構(2015)に示される断層 

 評価対象断層の選定 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 

出典 断層名 
断層長さ 

(km) 
走向 

(°）※１ 

傾斜 
方向 

評価 
対象 

文部科学
省・国立
研究開発
法人海洋
研究開発
機構

(2015） 

ym-1 82 35.8 不明 
ym-2 84 51.2 不明 
ym-3 47 16.0 不明 
ym-4 45 12.7 不明 
ym-5 57 6.5 不明 ○※２ 

ym-6 42 17.1 不明 
ym-7 98 37.8 不明 
ym-8 37 17.6 不明 
ym-9 56 66.6 不明 

地質 
調査所 
(1981) 

ym-A 79 42.0 南東 
ym-B 65 42.0 北西 
ym-C 53 57.8 南東 
ym-D 114 50.4 南東 ○※３ 
ym-E 141 50.7 北西 ○※４ 
ym-F 85 49.4 北西 
ym-G 35 6.8 東 

評価対象断層 

第771回審査会合 
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・大和堆周辺の海域活断層から想定され地震による津波におけるパラメータは，下表の考え方に基づき設定した。 

パラメータ 設定方法 説明頁 

位置・走向・
長さ 

玉木ほか(1981)及び文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)の図面
から断層位置を読取り，走向・長さを算出し設定 

― 

傾斜方向 
玉木ほか(1981)に示される断層については，文献に示される傾斜方向を設定 
文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)に示される断層については，
傾斜方向が不明であるため，両傾斜方向を設定 

P44 

Mw 断層長さから武村(1998)(24)のスケーリング則に基づき設定 P44 

傾斜角 
文献調査からは傾斜角が不明であるため，傾斜角を安全側の評価になると考えられる
90°と設定 

― 

地震発生層
深さ 

文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)によると大和堆周辺について
は，地殻構造が大陸性地殻（地震発生層深さ15km）に区分されるため，地震発生層深
さを15kmと設定 

P45 

断層上縁 
深さ 

文献調査からは断層上縁深さは不明であるため，安全側の評価になると考えられる
0kmと設定 

― 

すべり角 
文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)によると大和堆の断層は正
断層とされており，すべり角を推定できるデータが提供されていない場合，270°と設定
することとされていることから，270°と設定 

P45 

すべり量 ― 

 パラメータの設定（まとめ） 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 

D:すべり量，M0：地震ﾓｰﾒﾝﾄ，μ：剛性率，L:長さ，W：幅 

第771回審査会合 
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 パラメータの設定（傾斜方向・Ｍｗ） 

【傾斜方向】 

・玉木ほか(1981)に示される断層については，文献に示される傾斜方向を設定した。文部科学省・国立研究開発法
人海洋研究開発機構(2015)に示される断層については，傾斜方向が不明であるため，両傾斜方向を設定した。 

【Ｍｗ】 

・断層長さから，武村(1998)のスケーリング則に基づき設定した。 

玉木ほか(1981)より引用・加筆 

【武村(1998)のスケーリング則 】 

L:断層長さ(km) 

Mw:モーメントマグニチュード 

南東傾斜 北西傾斜 

南東傾斜 

北西傾斜 

北西傾斜 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
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 パラメータの設定（地震発生層深さ・すべり角） 

【地震発生層深さ】 

・文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)によると大和堆周辺については，地殻構造が大陸性地
殻（地震発生層深さ15km）に区分されるため，地震発生層深さを15kmと設定した。 

【すべり角】 

・文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)によると大和堆の断層は正断層とされており，すべり角
を推定できるデータが提供されていない場合，270°と設定することとされていることから，270°と設定した。 

文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)より引用 

文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)より引用 

文部科学省・国立研究開発法人海洋研究開発機構(2015)より引用 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
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・下に示す波源モデルに基づき数値シミュレーションを実施した。 

・なお，ym-5については傾斜方向が不明なため2ケース実施した。 

・最高評価水位は「施設護岸又は防波壁」においてT.P.+3.4m，最低評価水位は２号炉取水槽においてT.P.-2.4mと
なり，日本海東縁部に想定される地震に伴う津波（土木学会に基づく検討）の最高評価水位を下回り，最低評価水
位を上回っていることを確認した。 

 評価結果 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 

検討ケース 
断層長

さ 
(km) 

モーメ
ントマ
グニ
チュー
ドMw 

走向 
(°) 

傾斜角 
(°) 

すべり
量 

（m） 

すべり
角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉 
取水口
（東） 

２号炉 
取水口
（西） 

ym-5 58.0 7.38 6.5 90 4.83 270 0 +3.0 -1.8 -1.8 

ym-5’ 58.0 7.38 186.5 90 4.83 270 0 +2.3 -2.4 -2.4 

ym-D 114.0 7.77 50.6 90 9.48 270 0 +3.4 -1.6 -1.6 

ym-E 141.0 7.89 231.0 90 11.73 270 0 +2.9 -2.0 -1.8 

（参考）日本海東縁部に
想定される地震に伴う津
波（土木学会に基づく検

討） 

評価水位最
高ケース 

131.1 7.85 0 60 9.44 90 0 +7.2 ― ― 

評価水位最
低ケース 

131.1 7.85 20 60 9.44 90 2.5 ― -4.2 -4.1 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 
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 津波の伝播状況（ym-5，ym-5’） 

最大水位上昇量分布図（ym-5’） 最大水位上昇量分布図（ym-5） 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
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 津波の伝播状況（ym-D，ym-E） 

最大水位上昇量分布図（ym-E） 最大水位上昇量分布図（ym-D） 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 大和堆周辺の海域活断層の検討 
第771回審査会合 
資料1-3 P49 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 土木学会(2016)の概要 

・土木学会(2002)は，原子力発電所の設計津波水位の標準的な設定方法を提案したものである。 
・土木学会(2016)は，土木学会(2002) の改訂版として，平成28年9月に発刊された。 
・地震による津波において考慮している「海域活断層から想定される地震による津波」及び「日本海東縁部に想定さ
れる地震による津波」について，土木学会(2016)に示される主な知見を以下に整理した。 

パラ 
メータ 

土木学会(2016) 当社津波検討方針 

長さ 
・海上音波探査記録より設定（土木学会(2002)と同様） 
・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)(25)の断層を
事例として記載 

・海上音波探査記録より設定 
・行政機関等が想定する波源モデルに基づく検討において，国
土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の波源モデルのうち島根
県に影響が大きいとされる波源モデルについて評価 

Mw 

・武村(1998)のスケーリング則より設定（土木学会
(2002)と同様），または入倉・三宅(2001)(26)のスケーリ
ング則より設定 

・入倉・三宅(2001)のスケーリング則及び国土交通省・内閣府・
文部科学省(2014)のスケーリング則と比べ，すべり量が大きくな
り安全側の評価になると考えられる武村(1998)のスケーリング
則より設定 ・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)のスケーリン

グ則による設定を事例として記載 

地震発生
層深さ 

・15km（土木学会(2002)と同様） 
・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)より15km～
25kmを事例として記載 

・すべり量が大きくなり，安全側の評価になると考えられる15km
を設定 

大すべり
域 

・一様すべり（土木学会(2002)と同様） 
・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の大すべり域
の設定を事例として記載 

・一様すべりにより設定 
・行政機関等が想定する波源モデルに基づく検討において，国
土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の大すべり域の設定方法
に基づき評価 

 海域活断層から想定される地震による津波 

第771回審査会合 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 土木学会(2016)の概要 

パラ 
メータ 

土木学会(2016) 当社津波検討方針 

長さ・Mw 

事例として以下の２つが記載されている。 
①既往最大クラスのMwから武村(1998)のスケーリング則よ
り長さを設定（土木学会(2002)と同様） 
②国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の海底断層ト
レースに基づく長さ等から，国土交通省・内閣府・文部科学
省(2014)のスケーリング則よりMwを設定 

①既往最大を上回るMw7.85から武村(1998)のスケーリン
グ則より長さを設定（131.1km） 
②行政機関等が想定する波源モデルに基づく検討におい
て，国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の波源モデ
ルのうち島根県に影響が大きいとされる波源モデル（最
長153km，最大Mw7.9）について評価 

地震発生層
深さ 

事例として以下の２つが記載されている。 
①15km（土木学会(2002)と同様） 
②国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)より15km～
25km 

・すべり量が大きくなり，安全側の評価になると考えられ
る15kmを設定 

大すべり域 

事例として以下の２つが記載されている。 
①一様すべり（土木学会(2002)と同様） 
②国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の大すべり域の
設定 

①一様すべりにより設定 
②行政機関等が想定する波源モデルに基づく検討におい
て，国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の大すべり域
の設定方法に基づき評価 

 日本海東縁部に想定される地震による津波 
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パラメータ 

パラメータ設定値 

比較結果 
津波評価 地震動評価 

傾斜角 
・45～90°（P68参照） ・70°（P56参照） ・津波評価では，地震動評価のパラメータ設定値を網

羅している。 

すべり角 

・F-Ⅲ断層：115～180° 
・F-Ⅳ～F-Ⅴ断層：
180°（P70～73参照） 

・180°（P57参照） ・津波評価では，地震動評価のパラメータ設定値を網
羅している。 

地
震 
発
生
層 

断層上
縁深さ 

・0～5km（P69参照） 
 

・2km（P58参照） ・津波評価では，地震動評価のパラメータ設定値を網
羅している。 

断層下
限深さ 

・断層上縁深さによって
15～20km（P69参照） 

・20km（P58参照） ・津波評価と地震動評価でパラメータ設定値が異なる。 

・海域活断層から想定される地震による津波の検討は，土木学会に基づき，パラメータスタディを実施している。 
・主要なパラメータ「傾斜角」，「すべり角」及び「地震発生層（断層上縁深さ・断層下限深さ）」について，津波評価と
地震動評価の基本震源モデルのパラメータ設定値を比較した。 

・上記より，地震発生層については，地震動評価と津波評価で設定値が異なることから，地震動評価を踏まえた検討
を実施する。 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 検討方針 
第771回審査会合 
資料1-3 P52 再掲 



52 

・土木学会に基づく検討の評価水位最高ケース及び評価水位最低ケースを対象に，地震動評価を踏まえて，断層下限
深さを20kmに変更した検討を実施した。なお，本検討では土木学会に基づく検討と同様に，断層上縁深さを0kmと設定
した。 

断層 
断層長さ 
（km） 

モーメント 
マグニチュード 

Mw 

傾斜角 
(°） 

すべり量 
（m）※1 

主応力軸 
（°） 

すべり角 
（°） 

上縁深さ 
（km） 

下限深さ 
（km） 

評価水位(T.P. m) ※3 

２号炉 
取水口
（東） 

２号炉 
取水口
（西） 

評価水位最高ケース
（断層下限深さ20km） 

48.0 7.27 

90 3.01 120 115,180 0 20 
-3.0 

(+0.29) 
-3.0 

(+0.30) 

（参考） 
評価水位最低ケース 
（断層下限深さ15km） 

90 4.01 120 115,180 0 15 
-3.9 

(+0.34) 
-3.9 

(+0.34) 

評価水位最高ケース（水位上昇側） 

評価水位最低ケース（水位下降側） 

・断層下限深さを15kmから20kmとすると，津波の敷地への影響は小さくなることを確認した。 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 津波解析結果（断層下限深さ20kmとした検討） 

※1 すべり量の算定についてはP59参照 

※2 括弧内の数値は地盤変動量（m） 

※3  括弧内の数値は地盤変動量（m） 

断層 
断層長さ 
（km） 

モーメント 
マグニチュード 

Mw 

傾斜角 
(°） 

すべり量 
（m）※1 

主応力軸 
（°） 

すべり角 
（°） 

上縁深さ 
（km） 

下限深さ 
（km） 

評価水位(T.P. m) ※2 

施設護岸又は防波壁 

評価水位最高ケース
(断層下限深さ20km) 

48.0 7.27 

90 3.01 110 130,180 0 20 
+2.9 

(+0.27) 

（参考） 
評価水位最高ケース 
(断層下限深さ15km) 

90 4.01 110 130,180 0 15 
+3.6 

(+0.32) 
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-3

-2

-1

0

1

2

3

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20

変
位

(m
)

距離(km)

-3

-2

-1

0

1

2

3

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20

変
位

(m
)

距離(km)

A’ A A A’ 

A 

A’ 

単位：ｍ 

断層長さ          ： 48.0km 

断層幅           ： 20.0km 
すべり量          ： 3.01m 
上縁深さ          ： 0km 
走向            ： 54 °，90° 
傾斜角           ： 90° 
すべり角          ： 115°，180° 
モーメントマグニチュード： 7.27 

A 

A’ 

単位：ｍ 

島根原子力発電所 島根原子力発電所 

評価水位最高ケース 評価水位最低ケース 

地盤変動量分布図 地盤変動量分布図 

地盤変動量断面図 地盤変動量断面図 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

  評価水位最高ケース及び最低ケースの波源モデル（断層下限深さ20kmとした検討） 

断層長さ          ： 48.0km 

断層幅           ： 20.0km 
すべり量          ： 3.01m 
上縁深さ          ： 0km 
走向            ： 54 °，90° 
傾斜角           ： 90° 
すべり角          ： 130°，180° 
モーメントマグニチュード： 7.27 
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「施設護岸又は防波壁」
津波最高地点 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

最大水位上昇量2.64m＋朔望平均満潮位T.P.+0.46m 

-地盤変動量0.27m≒T.P.+2.9m 

検討ケース 
評価水位(T.P. m)※ 

施設護岸又は防波壁 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 

(断層下限深さ20km) 
+2.9 

(+0.27) 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

  評価水位最高ケース（断層下限深さ20kmとした検討） 

2.64m 

「施設護岸又は防波壁」津波最高地点 

灰色の網掛けは海底面 

最大水位上昇量分布 
「施設護岸又は防波壁」津波最高地点での 

水位の時刻歴波形 

第771回審査会合 
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-2.63m 

 2号炉取水口（西） 

最大水位下降量分布 ２号炉取水口での水位の時刻歴波形 

-2.68m 

 2号炉取水口（東） 

2号炉取水口(東)： 最大水位下降量-2.68m＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m 
-地盤変動量0.29m≒T.P.-3.0m 
2号炉取水口(西)： 最大水位下降量-2.63m＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m 
-地盤変動量0.30m≒T.P.-3.0m 

2号炉取水口(西) 

2号炉取水口(東) 

検討ケース 

評価水位(T.P. m)※ 

2号炉 
取水口 
（東） 

2号炉 
取水口 
（西） 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 

(断層下限深さ20km) 
-3.0 

(+0.29) 
-3.0 

(+0.30) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針  

  評価水位最低ケース（断層下限深さ20kmとした検討） 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 （参考）地震動評価における傾斜角の設定の考え方 
第771回審査会合 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 （参考）地震動評価におけるすべり角の設定の考え方 
第771回審査会合 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 （参考）地震動評価における地震発生層の設定の考え方 
第771回審査会合 
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3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 （参考）地震発生層とすべり量の関係 

・土木学会に基づく検討においては，武村(1998)に基づきすべり量を算定している。 
・武村(1998)によると，断層幅が小さくなるとすべり量は大きくなる。 

 

logL = 0.75Mw – 3.77 
logM0 = 1.5Mw + 9.1 
D = M0 / μLW 
 
L：断層長さ（km）  W：断層幅（km） 
D：すべり量（m）  μ：剛性率（N/m2） 
Mw：モーメントマグニチュード 
M0：地震モーメント（N・m） 

【武村（1998）のスケーリング則・すべり量】 

断層長さ 
(km) 

断層上縁深さ 
（km） 

断層下限深さ 
(km) 

傾斜角 
(°) 

断層幅 
（km） 

剛性率 
（N/m2)  

すべり量 
（m） 

48.0 
0 20 

90 
20 

3.5×1010 
3.01 

0 15 15 4.01 

 

M0 = (S/2.23×1015)3/2×10-7  (Mw<6.5) Somerville et al.(1999)(28)の式 

M0 = (S/4.24×1011)2×10-7  (6.5≦Mw≦7.4) 入倉・三宅(2001)の式 

M0 = S×1017  (7.4＜Mw) Murotani et al.(2015)(29)の式 

 

M0：地震モーメント（N・m） 
S(=LW)：断層面積（km2） 
L：断層長さ（km）  W：断層幅（km） 

【（参考）地震調査研究推進本部(2016)(27) 「レシピ」のS-M0関係式】 
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3.地震による津波の想定  3-1 地震による津波の検討方針 

 断層上縁深さの検討ケースの考え方 

項目 
土木学会に基づく検討 国土交通省・内閣府・文部科

学省(2014) の知見を踏まえた
検討 

概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ 

海域活断層
（F-Ⅲ～F-
Ⅴ断層） 

設定 
方法 

土木学会に示される変動範
囲0～5kmより設定する。 

土木学会に示される変動範
囲0～5kmの上限値・下限値
を設定するとともに，敷地及
び敷地周辺における地下構
造調査等を踏まえて推定し
た断層上縁深さ2kmを設定
する。 

 国土交通省・内閣府・文部科
学省（2014）の横ずれ断層に
ついての知見に関する検討を
踏まえて設定する。 

設定値 0km 0，2，5km 1km 

日本海 
東縁部 

設定 
方法 

土木学会に示される既往津
波の痕跡高を再現できる波
源モデルの変動範囲0～
5kmより設定する。 

土木学会に示される既往津
波の痕跡高を再現できる波
源モデルの断層上縁深さ0
～5kmを変動範囲とし，その
上限値・中央値・下限値を設
定する。 

（参考） 
国土交通省・内閣府・文部科
学省（2014）の横ずれ断層に
ついての知見に関する検討を
踏まえて設定する。 

設定値 0km 0，2.5，5km 1km 

・土木学会に基づく検討において，断層上縁深さのパラメータスタディは，土木学会に示される変動範囲0～5kmの範囲
で以下の通り設定する。 

・国土交通省・内閣府・文部科学省（2014)の知見を踏まえた検討においては，横ずれ断層に対するすべり角の知見に関
して断層上縁深さ1kmの検討を行っていることから，海域活断層（横ずれ）による津波について断層上縁深さ1kmと設定
する。なお，日本海東縁部に想定される地震は逆断層であるが，同様の検討を実施する。 

第771回審査会合 
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・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)により日本海に想定される波源モデルが示されたことから，日本海側の
地方自治体が独自に設定していた波源モデルについて見直しが行われている。 

3.地震による津波の想定 3-1 地震による津波の検討方針 

 地方自治体独自の波源モデルの見直し状況 

自治体独自の 
波源モデル 

独自に設定した波源モデルの見直し状況（R３.２月） 

秋田県（2013)（30） 

・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の断層モデルに加え，秋田県(2013)の波源モデル
の影響についても加味するよう意見が出た。（秋田県津波浸水想定調査委員会（H27.7.29)） 
・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に示されていなかったとしながらも，秋田県が独自
に設定していた波源モデルについても，津波浸水想定結果を示した。（社会資本整備審議会
河川分科会（H28.6.2）） 

石川県（2012)（31） 
・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の断層モデルによる津波について津波浸水想定を
実施。なお，石川県(2012)において設定した波源モデルの扱いについては記載されていな
い。（H29.5.31) 

福井県（2012)（32) ・現在のところ見直しの動きは確認されない。 

島根県(2016)（33） 

・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の断層モデルに基づき津波浸水想定を実施する方
針が示された。（第１回 島根県地震津波防災対策検討委員会（H27.11.16）） 
・再現性検討及び津波浸水解析を実施した。（第2～5回 島根県地震津波防災対策検討委員
会（H28.3.30，H28.9.14，H29.1.26，H29.8.30)） 
・最終報告では，島根県(2012)（34)で参考ケースとしていた佐渡島北方沖（Mw8.01）の地震は
含まれておらず，国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の波源モデル（F24断層(Mw7.9)によ
り津波浸水想定を実施。（第6回 島根県地震津波防災対策検討委員会（H29.12.21) 

鳥取県（2012) 

・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の断層モデルに基づき津波浸水想定を実施する方
針が確認された。（第1回 鳥取県津波浸水想定部会（H27.1.26）） 
・津波浸水想定計算結果等が示されたが，現時点では，津波浸水想定に係る断層モデルは
明確になっていない。（第2，3回 鳥取県津波浸水想定部会（H27.3.24，H27.6.30）） 
・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の断層モデル及び鳥取県(2012)の断層モデルのう
ち佐渡島北方沖の断層モデルに基づく津波浸水想定区域が公表された（H30.3.28）。 

第771回審査会合 
資料1-3 P62 加筆・修正 



62 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

パラメータ 
概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ 

設定方法 説明頁 設定方法 説明頁 

剛性率 土木学会に基づき3.5×1010N/m2と設定（固定） P61 同左 ― 

位置・走向・長さ 海上音波探査結果に基づき設定（固定） P62 同左 ― 

傾斜方向 海上音波探査結果に基づき南傾斜と設定（固定） P62～65 同左 ― 

Mw 
断層長さ48.0kmから武村(1998)のスケーリング則
に基づきMw7.27と設定（固定） 

P66 同左 ― 

傾斜角 

土木学会によると1973年～1998年8月に近畿～九
州の西南日本内陸部で発生した地震に対する発震
機構解の検討より45°～90°と設定（45°，60°，
75°，90°） 

P66 

概略パラメータスタディの評価水位最高・最低ケー
スの傾斜角を基準として変動範囲を補間するように
設定（基準，±7.5°，±15°） 

P66 

地震発生層深さ 
敷地周辺で発生した地震の震源鉛直分布等に基
づき，地震発生層深さを15kmと設定（固定） 

P67 同左 ― 

断層上縁 
深さ 

土木学会に示される変動範囲0～5kmのうち0kmと
設定 

P67 

土木学会に示される変動範囲0～5km，及び敷地周
辺で発生した地震の震源鉛直分布等から推定され
る断層上縁深さ2kmに基づき，断層上縁深さの変動
範囲を0km，2km，5kmと設定 

P67 

すべり角 

ハーバードCMT発震機構解及び文献により主応力
軸の向きの範囲（90°，105°，120°）を推定し，
発震機構の原理に基づき，すべり角を主応力軸と
走向・傾斜から幾何学的に設定 

P68，69 

概略パラメータスタディの評価水位最高・最低ケー
スの主応力軸を基準として変動範囲を補間するよう
に設定（基準，±5°，±10°） 

― 

すべり量 ― 同左 ― 

・F-Ⅲ～F-Ⅴ断層から想定される地震による津波の概略・詳細パラメータスタディにおけるパラメータは，土木学会，
当社調査結果等に基づき設定した。 

D:すべり量，M0：地震ﾓｰﾒﾝﾄ， 

μ：剛性率，L:長さ，W：幅 
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・土木学会では，P波速度の検討例，P波とS波の速度比の既往研究に基づき剛性率を設定している。 
・敷地周辺海域は「西南日本陸側プレート内」に該当するため，剛性率を3.5×1010N/m2と設定した。 

 剛性率 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

P波速度構造に関する既往検討例 

Vp/Vs比に関する既往研究例（伊藤・大東(1996)） 

震源付近の媒質の剛性率 

土木学会より引用 

土木学会より引用 

土木学会より引用 
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N
o
.4

1 

【位置・走向・長さ】 
・位置，走向及び長さは海上音波探査結果に基づき設定した。 
【傾斜方向】 
・音波探査結果に基づき南傾斜と設定した。 
・次頁以降でF-Ⅲ～F-Ⅴ断層と交差する代表的な音波探査解析図を示す。 

 位置・走向・長さ・傾斜方向 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 第771回審査会合 資料1-3 P65 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

10km 5 0  

島根原子力発電所 

・F-①断層はD2層下部に変位が認められる。また，F-①断層は，地下深部に
おいてF-Ⅲ断層に収斂する。 
・F-Ⅲ断層は，D1層及びC層の堆積盆の南縁を規制している一方で， F-①断
層は， D1層及びC層を堆積していない。 

D2 

D2 

D1 

C 

Ｆ－Ⅲ 

Ｆ－① 

←NW SE→ 

2000m 

(3.0sec) 

約1ｋm 

V.E. ≒ ３ 

29
°
60
′

42
°
29
′

62
°
07
′

21
°
40
′

3°22′

10°
54′

15
°
38
′

6°
55′

断層想定位置 
（直上） 

 
断層想定位置 
（傾斜延長） 

 

南傾斜 

音波探査解析図（エアガン・マルチチャンネル）  

NW3測線 
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3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

10km 5 0  

島根原子力発電所 

約1ｋm 

2000m 

(3.0sec) 

D2 

C 

D2 

D1 

D1 

・F-②断層はD2層下部に変位が，D2層上部に変形が認められる。 
・F-Ⅳ断層は，D1層及びC層の堆積盆の南縁を規制している一方で， F-②
断層は， D1層及びC層を堆積していない。 

V.E. ≒ ３ 

29
°
60
′

42
°
29
′

62
°
07
′

21
°
40
′

3°22′

10°
54′

15
°
38
′

6°
55′

断層想定位置 
（直上） 

 
断層想定位置 
（傾斜延長） 

 

Ｆ－Ⅳ 

Ｆ－② 

←NW SE→ 

音波探査解析図（ｴｱｶﾞﾝ・ﾏﾙﾁﾁｬﾝﾈﾙ）  

南傾斜 

NW9測線 
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F-Ⅲ～FK-2断層 

V.E. ≒ ３ 

29
°
60
′

42
°
29
′

62
°
07
′

21
°
40
′

3°22′

10°
54′

15
°
38
′

6°
55′

・ＦＫ－２断層のうちF-V断層は，Ｄ1 層に変形が認められ，ＢX層が分
布していないことから，後期更新世以降の活動を評価する。 
・ＦＫ－２断層のうちK-8撓曲（既往評価）位置には，断層活動を示唆
する変位や変形は認められない。 
・その南側の単独断層は，Ｄ2 層に変位が，C層に変形が認められる。 

N
o
.4

1W
G

 

C 

D2 

D1 

約250m 

←N S→ 

採泥調査地点 
（●上部更新統が確認された地点） 

F‐V K-8（既往評価） 

音波探査解析図（ｳｫｰﾀｰｶﾞﾝ・ﾏﾙﾁﾁｬﾝﾈﾙ）  

南傾斜 

No.41測線 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 第771回審査会合 資料1-3 P68 再掲 
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 Ｍｗ・傾斜角 

【Ｍｗ】 
・断層長さ48.0kmから，武村(1998)のスケーリング則に基づき設定した。 
【傾斜角】 
・土木学会では，気象庁地震月報に記載されている1973年から1998年8月に近畿～九州の西南日本内陸部で発生し
た気象庁マグニチュード5.0以上，震源深さ20km以下の地震34例について，発震機構解を用い，内陸地震の傾斜角
について検討している。その結果，内陸地震の傾斜角は，概ね高角(45～90゜)であることが分かった。 

・以上より，概略パラメータスタディでは45°，60°，75°，90°で変動させ，詳細パラメータスタディでは概略パラメー
タスタディの変動範囲を補間するように設定した。 

西南日本に発生した浅い内陸地震の傾斜角の頻度分布 

土木学会より引用 

頻
度 

【武村(1998)のスケーリング則 】 

L:断層長さ(km) 

Mw:モーメントマグニチュード 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 第771回審査会合 資料1-3 P69 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

 地震発生層深さ・断層上縁深さ 

【地震発生層深さ】 

・敷地及び敷地周辺における地下構造調査等及び既往研究成果を踏まえて15kmと設定する。 

【断層上縁深さ】 

・概略パラメータスタディでは，土木学会に示される変動範囲0～5kmのうち0kmと設定する。 
・詳細パラメータスタディでは，土木学会に示される変動範囲0～5km，及び敷地及び敷地周辺における地下構造調査
等から推定される断層上縁深さ2kmに基づき，断層上縁深さの変動範囲を0km，2km，5kmと設定した。 

項 目 検討内容 上限深さ 下限深さ 

他機関の検討 地震調査研究推進本部(2017)（35）による地震発生層の設定値 2km 15km 

震源鉛直分布 

原子力安全基盤機構(2004)（36)による中国地方のD10，D90 6.4km 13.1km 

気象庁一元化データによる敷地周辺（100km以内）のＤ10，Ｄ90 約5km 約13km 

片尾・吉井（2002）（37）による2000年鳥取県西部地震（余震）の震源鉛直分布 約3km 約12km 

地下構造調査 敷地及び敷地周辺における微動アレイ探査結果 約2km － 

その他の 
研究成果 

岩田・関口（2002）（38）による2000年鳥取県西部地震の波形ｲﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ解析で用いられた速度構造 2km － 

Shibutani et al.（2005）（39）による2000年鳥取県西部地震のトモグラフィー解析  約2～4km － 

岩崎・佐藤(2009）（40）による鳥取県沖の地殻構造探査 － 約12km 

地震発生層の上限・下限深さの設定値 2km 15km 
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 すべり角 

・既往地震の発震機構解の分析及び日本各地の広域応力場を示した既往研究例を参考に，敷地周辺
における主応力軸の範囲を90°～120°とする。 

【既往研究に基づく推定】 【既往地震の発震機構解に基づく推定】 

ハーバードCMTによる発震機構解と主応力軸の向き 

塚原・小林（1991)（41）より引用・加筆 

発震機構解より推定した主応力軸の向き 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

島根原子力発電所 

島根原子力発電所 
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 すべり角 

すべり角とP軸・T軸の方位の関係（断層走向0°，傾斜角90°の場合） 

P軸 

T軸 

凡例 

応力軸と断層運動の関係の概念図 

・すべり角は発震機構の原理に基づき，主応力軸，走向
及び傾斜角から幾何学的に設定した。 

・一例として，評価水位最高ケースのすべり角の設定方
法を以下に記す。 

土木学会より引用 

56° 

約130° 

項目 F-Ⅲ断層 F-Ⅳ～F-Ⅴ断層 

傾斜角 90° 

断層走向 54° 90° 

P軸方位 110° 

走向を考慮し
たP軸の方位 

56° 20° 

F-Ⅲ～F-Ⅴ断層（評価水位最高ケース）の 

すべり角の設定 

P軸：主応力軸，T軸：主張力軸 

θ：走向，δ：傾斜角，λ：すべり角 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

項目 F-Ⅲ断層 F-Ⅳ～F-Ⅴ断層 

すべり角 130° 180° 

180° 

20° 
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 すべり角 

すべり角とP軸・T軸の方位の関係（断層走向0°傾斜角82.5°の場合） 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

すべり角とP軸・T軸の方位の関係（断層走向0°傾斜角67.5°の場合） すべり角とP軸・T軸の方位の関係（断層走向0°傾斜角60°の場合） 

すべり角とP軸・T軸の方位の関係（断層走向0°傾斜角75°の場合） 

P軸 

T軸 

凡例 
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 すべり角 

すべり角とP軸・T軸の方位の関係（断層走向0°傾斜角45°の場合） 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 F-Ⅲ～F-Ⅴ断層のパラメータ 

P軸 

T軸 

凡例 
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 水位上昇側 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 概略パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

施設護岸 
又は防波壁 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 90 180,180 0 
+1.2 

(-0.06) 

90 4.01 105 145,180 0 
+3.0 

(+0.22)  

90 4.01 120 115,180 0 
+3.1 

(+0.39)  

75 3.88 90 180,180 0 
+1.2 

(-0.15)  

75 3.88 105 150,180 0 
+2.4 

(+0.19) 

75 3.88 120 120,180 0 
+3.3 

(+0.46)  

60 3.48 90 180,180 0 
+1.3 

(-0.24) 

60 3.48 105 150,180 0 
+1.8 

(+0.18)  

60 3.48 120 125,180 0 
+3.0 

(+0.47) 

45 2.84 90 180,180 0 
+1.3 

(-0.32) 

45 2.84 105 150,180 0 
+1.3 

(+0.13) 

45 2.84 120 125,180 0 
+1.8 

(+0.46) 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3  
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 水位下降側 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 90 180,180 0 
-0.2 

（-0.06） 
-0.2 

(-0.06) 

90 4.01 105 145,180 0 
-2.2 

(+0.18) 
-2.2 

(+0.18) 

90 4.01 120 115,180 0 
-3.9 

(+0.34) 
-3.9 

(+0.34) 

75 3.88 90 180,180 0 
-0.2 

(-0.14) 
-0.2 

(-0.14) 

75 3.88 105 150,180 0 
-1.8 

(+0.15) 
-1.7 

(+0.15) 

75 3.88 120 120,180 0 
-3.6 

(+0.39) 
-3.5 

(+0.39) 

60 3.48 90 180,180 0 
-0.3 

(-0.23) 
-0.3 

(-0.23) 

60 3.48 105 150,180 0 
-1.4 

(+0.13) 
-1.3 

(+0.13) 

60 3.48 120 125,180 0 
-2.9 

(+0.39) 
-2.8 

(+0.40) 

45 2.84 90 180,180 0 
-0.3 

(-0.31) 
-0.3 

(-0.31) 

45 2.84 105 150,180 0 
-0.9 

(+0.08) 
-0.9 

(+0.09) 

45 2.84 120 125,180 0 
-2.0 

(+0.38) 
-2.0 

(+0.39) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 概略パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 
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 水位上昇側 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

施設護岸 
又は防波壁 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 120 115,180 0 
+3.1 

(+0.39) 

90 4.01 110 130,180 0 
+3.6 

(+0.32) 

90 4.01 115 125,180 0 
+3.5 

(+0.35) 

82.5 3.99 120 120,180 0 
+3.3 

(+0.42) 

82.5 3.99 110 135,180 0 
+3.5 

(+0.31) 

82.5 3.99 115 125,180 0 
+3.5 

(+0.39) 

75 3.88 120 120,180 0 
+3.3 

(+0.46) 

75 3.88 110 140,180 0 
+3.0 

(+0.29) 

75 3.88 115 130,180 0 
+3.5 

(+0.38) 

67.5 3.72 120 125,180 0 
+3.3 

(+0.45) 

67.5 3.72 110 140,180 0 
+2.7 

(+0.30) 

67.5 3.72 115 130,180 0 
+3.2 

(+0.40) 

60 3.48 120 125,180 0 
+3.0 

(+0.47) 

60 3.48 110 140,180 0 
+2.3 

(+0.30) 

60 3.48 115 135,180 0 
+2.6 

(+0.36) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3  
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 水位上昇側 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

施設護岸 
又は防波壁 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 120 115,180 2 
+1.0 

(+0.33) 

90 4.01 110 130,180 2 
+1.0 

(+0.26) 

90 4.01 115 125,180 2 
+1.0 

(+0.28) 

82.5 3.99 120 120,180 2 
+1.0 

(+0.33) 

82.5 3.99 110 135,180 2 
+1.0 

(+0.23) 

82.5 3.99 115 125,180 2 
+1.0 

(+0.30) 

75 3.88 120 120,180 2 
+1.0 

(+0.34) 

75 3.88 110 140,180 2 
+0.9 

(+0.19) 

75 3.88 115 130,180 2 
+1.0 

(+0.27) 

67.5 3.72 120 125,180 2 
+1.0 

(+0.31) 

67.5 3.72 110 140,180 2 
+0.9 

(+0.18) 

67.5 3.72 115 130,180 2 
+1.0 

(+0.27) 

60 3.48 120 125,180 2 
+0.9 

(+0.30) 

60 3.48 110 140,180 2 
+0.9 

(+0.16) 

60 3.48 115 135,180 2 
+0.9 

(+0.21) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

第771回審査会合 資料1-3  
P78 加筆・修正 
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 水位上昇側 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

施設護岸 
又は防波壁 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 120 115,180 5 
+0.6 

(+0.30) 

90 4.01 110 130,180 5 
+0.6 

(+0.23) 

90 4.01 115 125,180 5 
+0.6 

(+0.25) 

82.5 3.99 120 120,180 5 
+0.6 

(+0.29) 

82.5 3.99 110 135,180 5 
+0.6 

(+0.20) 

82.5 3.99 115 125,180 5 
+0.6 

(+0.26) 

75 3.88 120 120,180 5 
+0.6 

(+0.29) 

75 3.88 110 140,180 5 
+0.6 

(+0.16) 

75 3.88 115 130,180 5 
+0.6 

(+0.23) 

67.5 3.72 120 125,180 5 
+0.6 

(+0.25) 

67.5 3.72 110 140,180 5 
+0.6 

(+0.14) 

67.5 3.72 115 130,180 5 
+0.6 

(+0.21) 

60 3.48 120 125,180 5 
+0.6 

(+0.23) 

60 3.48 110 140,180 5 
+0.7 

(+0.11) 

60 3.48 115 135,180 5 
+0.7 

(+0.15) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 
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 水位下降側 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 120 115,180 0 
-3.9 

(+0.34) 
-3.9 

(+0.34) 

90 4.01 110 130,180 0 
-3.2 

(+0.27) 
-3.2 

(+0.27) 

90 4.01 115 125,180 0 
-3.5 

(+0.29) 
-3.4 

(+0.30) 

82.5 3.99 120 120,180 0 
-3.7 

(+0.36) 
-3.6 

(+0.36) 

82.5 3.99 110 135,180 0 
-2.9 

(+0.26) 
-2.9 

(+0.27) 

82.5 3.99 115 125,180 0 
-3.5 

(+0.33) 
-3.4 

(+0.33) 

75 3.88 120 120,180 0 
-3.6 

(+0.39) 
-3.5 

(+0.39) 

75 3.88 110 140,180 0 
-2.5 

(+0.24) 
-2.4 

(+0.24) 

75 3.88 115 130,180 0 
-3.1 

(+0.32) 
-3.0 

(+0.32) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 
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 水位下降側 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 120 115,180 2 
-1.9 

(+0.34) 
-1.9 

(+0.34) 

90 4.01 110 130,180 2 
-1.5 

(+0.26) 
-1.5 

(+0.27) 

90 4.01 115 125,180 2 
-1.6 

(+0.29) 
-1.6 

(+0.29) 

82.5 3.99 120 120,180 2 
-1.8 

(+0.34) 
-1.8 

(+0.34) 

82.5 3.99 110 135,180 2 
-1.3 

(+0.24) 
-1.3 

(+0.25) 

82.5 3.99 115 125,180 2 
-1.6 

(+0.31) 
-1.6 

(+0.31) 

75 3.88 120 120,180 2 
-1.8 

(+0.35) 
-1.7 

(+0.35) 

75 3.88 110 140,180 2 
-1.1 

(+0.20) 
-1.1 

(+0.20) 

75 3.88 115 130,180 2 
-1.5 

(+0.28) 
-1.5 

(+0.28) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 第771回審査会合 資料1-3 P81 再掲 
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 水位下降側 

断層 
傾斜角 
(°) 

すべり量 
(m) 

主応力軸 
(°) 

すべり角 
(°) 

上縁深さ 
(km) 

評価水位(T.P. m)※ 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

Ｆ－Ⅲ～Ｆ－Ⅴ断層 
（①+②+③） 

90 4.01 120 115,180 5 
-0.8 

(+0.30) 
-0.8 

(+0.31) 

90 4.01 110 130,180 5 
-0.6 

(+0.23) 
-0.6 

(+0.24) 

90 4.01 115 125,180 5 
-0.7 

(+0.26) 
-0.7 

(+0.26) 

82.5 3.99 120 120,180 5 
-0.8 

(+0.30) 
-0.8 

(+0.30) 

82.5 3.99 110 135,180 5 
-0.6 

(+0.21) 
-0.6 

(+0.21) 

82.5 3.99 115 125,180 5 
-0.7 

(+0.27) 
-0.7 

(+0.27) 

75 3.88 120 120,180 5 
-0.8 

(+0.30) 
-0.8 

(+0.30) 

75 3.88 110 140,180 5 
-0.5 

(+0.16) 
-0.5 

(+0.16) 

75 3.88 115 130,180 5 
-0.6 

(+0.23) 
-0.6 

(+0.24) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（ F-Ⅲ～F-Ⅴ断層） 第771回審査会合 資料1-3 P82 再掲 
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2.42m 

1.51m 

2.24m 3.15m 

2.98m 2.62m 

1.58m 1.50m 

3.06m 2.35m 

2.11m 

2.86m 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

評価水位最高ケース（水位上昇側） F-Ⅲ～F-Ⅴ断層 
※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

2号炉放水槽 
(最大水位上昇量3.06m－地盤変動量0.32m≒T.P.+2.8m) 

3号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.35m－地盤変動量0.30m≒T.P.+2.1m) 

2号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.58m－地盤変動量0.27m≒T.P.+1.4m) 

3号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.50m－地盤変動量0.28m≒T.P.+1.3m) 

1号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.11m－地盤変動量0.27m≒T.P.+1.9m) 

1号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.86m－地盤変動量0.25m≒T.P.+2.7m) 

1号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.42m－地盤変動量0.27≒T.P.+2.2m) 

2号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.24m－地盤変動量0.27m≒T.P.+2.0m) 

3号炉取水槽 
(最大水位上昇量3.15m－地盤変動量0.28m≒T.P.+2.9m) 

1号炉放水槽 
(最大水位上昇量1.51m－地盤変動量0.25≒T.P.+1.3m) 

3号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.62m－地盤変動量0.30≒T.P.+2.4m) 

2号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.98m－地盤変動量0.32m≒T.P.+2.7m) 

第771回審査会合 資料1-3 P83 再掲 
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-3.51m -3.45m 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

2号炉取水口（東） 
(最大水位下降量-3.51m＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m 

－地盤変動量0.34m≒T.P.-3.9m) 

2号炉取水口（西） 
(最大水位下降量-3.45m＋朔望平均干潮位T.P.-0.02m 

－地盤変動量0.34m≒T.P.-3.9m) 

評価水位最高ケース（水位下降側） F-Ⅲ～F-Ⅴ断層 

第771回審査会合 資料1-3 P84 再掲 



84 第771回審査会合 
資料1-3 P85 加筆・修正 

大すべり域右側 大すべり域中央 大すべり域左側 

大すべり域隣接LRR 大すべり域隣接LLR 

 F55断層の解析結果 

波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m)※ 

上昇側 下降側 
施設護岸 

又は防波壁 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

F55断層 

大すべり域右側 +1.1(+0.01) -0.8(+0.01) -0.8(+0.01) 
大すべり域中央 +0.9(+0.01) -0.8(+0.01) -0.8(+0.01) 
大すべり域左側 +0.9(+0.01) -0.7(+0.01) -0.7(+0.01) 

大すべり域隣接LRR +1.1(+0.01) -0.9(+0.01) -0.9(+0.01) 
大すべり域隣接LLR +0.9(+0.01) -0.8(+0.01) -0.8(+0.01) 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 

 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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断層長さ 95km 

断層幅  16.0km 

平均すべり量 3.96m 

上縁深さ 1km 

走向 261°，249° 

傾斜角 60°，60° 

すべり角 215°，215° 

Mw 7.5 

評価水位最高・最低ケース 

 F55断層の評価水位最高・最低ケースの波源モデル 

 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 

 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 

地盤変動量分布図 

第771回審査会合 
資料1-3 P86 再掲 
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大すべり域右側 

大すべり域中央 

大すべり域左側 

大すべり域隣接LR 

波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m)※ 

上昇側 下降側 
施設護岸 

又は防波壁 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

F56断層 

大すべり域右側 +1.8(+0.02) -0.9(+0.02) -0.9(+0.02) 
大すべり域中央 +1.9(0.00) -0.8(0.00) -0.8(0.00) 
大すべり域左側 +1.9(-0.01) -0.7(-0.01) -0.7(-0.01) 
大すべり域隣接LR +1.9(+0.01) -1.0(+0.01) -1.0(+0.01) 

 F56断層の解析結果 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 
資料1-3 P87 加筆・修正 

 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 

 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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 F56断層の評価水位最高・最低ケースの波源モデル 

第771回審査会合 
資料1-3 P88 再掲 

 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 

 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 

断層長さ 49km 

断層幅  16.0km 

平均すべり量 2.79m 

上縁深さ 1km 

走向 217°，268° 

傾斜角 60°，60° 

すべり角 143°，215° 

Mw 7.2 

評価水位最高ケース 

評価水位最低ケース 

地盤変動量分布図 

地盤変動量分布図 
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波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m) ※ 
上昇側 下降側 

施設護岸 

又は防波壁 ２号炉取水口（東） ２号炉取水口（西） 

F57断層 

大すべり域右側 +1.0(+0.02) -0.7(+0.02) -0.7(+0.02) 
大すべり域中央 +1.0(+0.01) -0.7(+0.01) -0.7(+0.01) 
大すべり域左側 +1.1(+0.01) -0.8(+0.01) -0.8(+0.01) 
大すべり域隣接LR +1.2(+0.01) -0.7(+0.01) -0.7(+0.01) 

 F57断層の解析結果 

大すべり域右側 大すべり域左側 

大すべり域中央 大すべり域隣接LR 

※ 括弧内の数値は地盤変動量(m) 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 
資料1-3 P89 加筆・修正 

 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 

 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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断層長さ 102km 

断層幅  16.0km 

平均すべり量 4.15m 

上縁深さ 1km 

走向 271°，235° 

傾斜角 60°，60° 

すべり角 215°，145° 

Mw 7.5 

評価水位最高ケース 

評価水位最低ケース 

 F57断層の評価水位最高・最低ケースの波源モデル 

地盤変動量分布図 

地盤変動量分布図 

第771回審査会合 
資料1-3 P90 再掲 

 
3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 

 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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2.06m 

1.23m 

2.11m 1.75m 

1.47m 1.49m 

1.53m 1.03m 

3.00m 2.38m 

1.84m 

2.77m 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

評価水位最高ケース（水位上昇側） F56断層 大すべり域中央 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

2号炉放水槽 
(最大水位上昇量3.00m+地盤変動量0.01m≒T.P.+3.1m) 

3号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.38m+地盤変動量0.01m≒T.P.+2.4m) 

2号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.53m－地盤変動量0.00m≒T.P.+1.6m) 

3号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.03m+地盤変動量0.01m≒T.P.+1.1m) 

1号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.84m－地盤変動量0.00m≒T.P.+1.9m) 

1号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.77m－地盤変動量0.00m≒T.P.+2.8m) 

1号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.06m－地盤変動量0.00≒T.P.+2.1m) 

2号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.11m－地盤変動量0.00m≒T.P.+2.2m) 

3号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.75m+地盤変動量0.01m≒T.P.+1.8m) 

1号炉放水槽 
(最大水位上昇量1.23m－地盤変動量0.00≒T.P.+1.3m) 

3号炉放水槽 
(最大水位上昇量1.49m+地盤変動量0.01≒T.P.+1.5m) 

2号炉放水槽 
(最大水位上昇量1.47m+地盤変動量0.01m≒T.P.+1.5m) 

第771回審査会合 資料1-3 P91 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 （2）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

-0.90m -0.89m 

評価水位最高ケース（水位下降側） F56断層 大すべり域隣接LR  

2号炉取水口（東） 
(最大水位下降量-0.90m－地盤変動量0.01m≒T.P.-1.0m) 

2号炉取水口（西） 
(最大水位下降量-0.89m－地盤変動量0.01m≒T.P.-1.0m) 

第771回審査会合 資料1-3 P92 再掲 
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2.54m 

1.55m 

2.35m 3.33m 

2.76m 2.66m 

1.68m 1.64m 

3.13m 2.39m 

2.23m 

2.92m 

3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 (3) 国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の横ずれ断層に対するすべり角の知見を踏まえた検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

評価水位最高ケース（水位上昇側） 国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）知見 ケース①・② 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

2号炉放水槽 
(最大水位上昇量3.13m-地盤変動量0.30m≒T.P.+2.9m) 

3号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.39m-地盤変動量0.29m≒T.P.+2.1m) 

2号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.68m－地盤変動量0.25m≒T.P.+1.5m) 

3号炉取水槽 
(最大水位上昇量1.64m-地盤変動量0.25m≒T.P.+1.4m) 

1号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.23m－地盤変動量0.25m≒T.P.+2.0m) 

1号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.92m－地盤変動量0.24m≒T.P.+2.7m) 

1号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.54m－地盤変動量0.25≒T.P.+2.3m) 

2号炉取水槽 
(最大水位上昇量2.35m－地盤変動量0.25m≒T.P.+2.1m) 

3号炉取水槽 
(最大水位上昇量3.33m-地盤変動量0.26m≒T.P.+3.1m) 

1号炉放水槽 
(最大水位上昇量1.55m－地盤変動量0.24≒T.P.+1.4m) 

3号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.66m-地盤変動量0.29≒T.P.+2.4m) 

2号炉放水槽 
(最大水位上昇量2.76m-地盤変動量0.30m≒T.P.+2.5m) 

第771回審査会合 資料1-3 P94 再掲 抜けてる？× 
抜いてる？○ 
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3.地震による津波の想定 3-2 海域活断層から想定される地震による津波の検討 (3) 国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の横ずれ断層に対するすべり角の知見を踏まえた検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

評価水位最高ケース（水位下降側） 国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）知見 ケース①・② 

-3.44m -3.38m 

2号炉取水口（東） 
(最大水位下降量-3.44m－地盤変動量0.32m≒T.P.-3.8m) 

2号炉取水口（西） 
(最大水位下降量-3.38m－地盤変動量0.32m≒T.P.-3.8m) 

第771回審査会合 資料1-3 P95 再掲 
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パラメータ 
概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ 

設定方法 説明頁 設定方法 説明頁 

剛性率 土木学会に基づき3.5×1010N/m2と設定（固定） ― 同左 ― 

位置 
土木学会及び地震調査研究推進本部(2003)（42）を参考に南北・東西
方向に波源位置を変動 

P95 
概略パラメータスタディの評価水位最高・最
低ケースの位置を基準とし，変動範囲を補
間するように，南北・東西方向に移動 

P95 

走向 土木学会及び地震調査研究推進本部(2003)を参考に設定 P95 
概略パラメータスタディの評価水位最高・最
低ケースの走向を基準として変動（基準，基
準±10°） 

― 

Mw・長さ 
地震規模は既往最大の波源モデルを上回るMw7.85とし，武村
(1998)のスケーリング則に基づき長さを131.1kmと設定（固定） 

P96 同左 ― 

傾斜方向 
土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾
斜方向は一定でないため，東・西傾斜の双方を設定 

P96 
概略パラメータスタディの評価水位最高・最
低ケースの傾斜方向 

― 

傾斜角 
土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾
斜角は概ね30°～60°であるため，このうち60°と設定 

P96 
土木学会に基づき45°，52.5°，60°と設定 

P96 

地震発生
層深さ 

土木学会によると1976年1月～2000年1月に日本海東縁部において
発生したMw5.0以上，深さ60km以下の地震を抽出すると，地震の発
生深さは概ね15km～20kmであるため，すべり量が大きくなり，安全
側の評価になると考えられる15kmと設定（固定） 

P97 同左 ― 

断層上縁
深さ 

土木学会によると既往津波の波源モデルの断層上縁深さは概ね0
～5kmであるため，このうち0kmと設定 

P98 
土木学会に基づき0km，2.5km，5kmと設定 

P98 

すべり角 
土木学会によると既往津波の波源モデルのすべり角は90°付近に
分布していることから，すべり角を安全側の評価になると考えられる
90°と設定（固定） 

P98 同左 ― 

すべり量 ― 同左 ― 

・日本海東縁部に想定される地震による津波の概略・詳細パラメータスタディにおけるパラメータは，土木学会等に基づき設定した。 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 日本海東縁部のパラメータ 

D:すべり量，M0：地震ﾓｰﾒﾝﾄ， 

μ：剛性率，L:長さ，W：幅 

第771回審査会合 資料1-3 P96 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P96 加筆・修正※修正個所を青字で示す 
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 位置・走向 

土木学会より引用 地震調査研究推進本部(2003)に加筆 

【位置】 
・土木学会は，「日本海東縁部では，マグニチュード7.5クラス以上の地震は，南北に
連なる幅の狭い領域で発生している。」としている。 

・地震調査研究推進本部(2003)は，将来Mw=7.5以上の大地震が発生する可能性が
ある海域を示した。 

・上記２つの文献を参考に，波源位置の変動範囲を右図のように設定し，変動範囲
内で南北・東西方向に波源位置を変動させた。 

【走向】 
・土木学会及び地震調査研究推進本部(2003)を参考に設定した。 

波源位置の変動範囲及び波源の変動方法 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 日本海東縁部のパラメータ 第771回審査会合 資料1-3 P97 再掲 
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 Mw・長さ・傾斜方向・傾斜角 

【Mw・長さ】 
・既往最大の1993年北海道南西沖地震津波を再現する波源モデルを上回る
Mw=7.85とし，武村(1998)のスケーリング則に基づき断層長さを131.1kmと設
定した。 

【傾斜方向】 
・土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾斜方向は
一定でないため，東・西傾斜の双方を設定した。 

【傾斜角】 
・土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾斜角は概
ね30°～60°のため，概略パラメータスタディでは60°で固定とし，詳細パラ
メータスタディでは傾斜角を45°，52.5°，60°と設定した。 

土木学会より引用・加筆 

土木学会より引用 

日本海東縁部の既往津波の津波痕跡高を再現できる波源モデル 

傾
斜
角 

日本海東縁部の既往波源モデルの位置 

【武村(1998)のスケーリング則 】 

L:断層長さ(km) 

Mw:モーメントマグニチュード 

走
向 

（傾
斜
方
向
） 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 日本海東縁部のパラメータ 

第575回審査会合 資料1-3 P94 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P98 再掲 
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 地震発生層深さ 

・土木学会によると，1976年1月～2000年1月に日本海東縁部において発生したMw5.0以上，深さ
60km以下の地震を抽出すると，地震の発生深さは概ね15km～20kmであるため，すべり量が大き
くなり，安全側の評価になると考えられる15kmと設定した。 

土木学会より引用 

ハーバードCMT解の深さ分布 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 日本海東縁部のパラメータ 

第575回審査会合 資料1-3 P95 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P99 再掲 
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 断層上縁深さ・すべり角 

【断層上縁深さ】 
・土木学会によると既往津波の波源モデルの断層上縁深さは概ね0～5kmである。 
・概略パラメータスタディでは0kmとし，詳細パラメータスタディにおいて0km，2.5km，5kmと設定した。 
【すべり角】 
・土木学会によると，既往津波の波源モデルのすべり角，及びハーバードCMT解のすべり角は90°付
近に分布していることから，すべり角を安全側の評価となると考えられる90°と設定した。 

土木学会より引用・加筆 

土木学会より引用・加筆 

日本海東縁部の既往津波の津波痕跡高を説明できる波源モデル 

ハーバードCMT解による日本海東縁部の断層すべり角 す
べ
り
角 

断
層
上
縁
深
さ 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 日本海東縁部のパラメータ 

第575回審査会合 資料1-3 P96 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P100 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 概略パラメータスタディ結果 第771回審査会合 資料1-3 P101 加筆・修正 

すべり量：9.44m，傾斜角60°，すべり角90°上縁深さ0km 

 E0，E1領域の結果 

領域 
南北 
位置 

東西 
位置 

傾斜 
方向 

評価水位（T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

E0領域 

① (1) 東傾斜 +1.7 -1.3 -1.3 
① (2) 西傾斜 +1.3 -1.0 -1.0 
① (3) 東傾斜 +1.5 -0.7 -0.7 
① (4) 西傾斜 +1.1 -0.8 -0.8 
② (1) 東傾斜 +1.9 -1.0 -1.0 
② (2) 西傾斜 +1.2 -0.8 -0.8 
② (3) 東傾斜 +1.3 -1.0 -1.0 
② (4) 西傾斜 +1.2 -0.9 -0.9 

領域 
南北 
位置 

東西 
位置 

傾斜 
方向 

評価水位（T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

E1領域 

① (1) 東傾斜 +1.4 -0.8 -0.8 
① (2) 西傾斜 +1.5 -0.9 -0.9 
① (3) 東傾斜 +1.4 -0.6 -0.6 
① (4) 西傾斜 +1.7 -1.0 -1.0 
② (1) 東傾斜 +1.9 -1.2 -1.2 
② (2) 西傾斜 +1.8 -0.9 -0.9 
② (3) 東傾斜 +1.6 -0.9 -0.9 
② (4) 西傾斜 +1.9 -1.1 -1.1 
③ (1) 東傾斜 +1.6 -0.9 -0.9 
③ (2) 西傾斜 +1.4 -0.9 -0.9 
③ (3) 東傾斜 +1.9 -1.1 -1.1 
③ (4) 西傾斜 +2.0 -1.5 -1.5 

第575回審査会合 資料1-3 P97 加筆・修正 
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すべり量：9.44m，傾斜角60°，すべり角90°上縁深さ0km 

 E1領域の結果 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 概略パラメータスタディ結果 

領域 
南北 
位置 

東西 
位置 

傾斜 
方向 

評価水位（T.P. m) 
上昇側 下降側 
施設護岸 
又は防波壁 ２号炉取水口（東） ２号炉取水口（西） 

E1領域 

④ (1) 東傾斜 +2.0 -1.2 -1.2 
④ (2) 西傾斜 +1.6 -0.9 -0.9 
④ (3) 東傾斜 +1.5 -1.0 -1.0 
④ (4) 西傾斜 +1.7 -1.4 -1.4 
⑤ (1) 東傾斜 +1.7 -1.1 -1.1 
⑤ (2) 西傾斜 +2.1 -1.4 -1.4 
⑤ (3) 東傾斜 +2.0 -1.3 -1.3 
⑤ (4) 西傾斜 +1.9 -1.2 -1.2 
⑥ (1) 東傾斜 +2.6 -1.6 -1.6 
⑥ (2) 西傾斜 +3.1 -2.9 -2.8 
⑥ (3) 東傾斜 +3.6 -2.4 -2.4 
⑥ (4) 西傾斜 +2.2 -1.9 -1.9 
⑦ (1) 東傾斜 +2.7 -1.8 -1.8 
⑦ (2) 西傾斜 +3.5 -2.5 -2.5 
⑦ (3) 東傾斜 +3.8 -2.5 -2.4 
⑦ (4) 西傾斜 +2.7 -2.4 -2.3 
⑧ (1) 東傾斜 +3.0 -2.1 -2.0 
⑧ (2) 西傾斜 +3.7 -2.1 -2.0 
⑧ (3) 東傾斜 +4.1 -2.2 -2.2 
⑧ (4) 西傾斜 +2.6 -2.4 -2.3 
⑨ (1) 東傾斜 +5.5 -3.0 -2.9 
⑨ (2) 西傾斜 +5.6 -3.0 -3.0 
⑨ (3) 東傾斜 +6.1 -3.1 -3.1 
⑨ (4) 西傾斜 +5.4 -3.2 -3.2 

第575回審査会合 資料1-3 P98 加筆・修正 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3 P102 加筆・修正 
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すべり量：9.44m，傾斜角60°，すべり角90°上縁深さ0km 

 E2，E3領域の結果 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 概略パラメータスタディ結果 

領域 
南北 
位置 

東西 
位置 

傾斜 
方向 

評価水位（T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

E2,E3 
領域 
 

① (1) 東傾斜 +5.8 -4.1 -4.1 
① (2) 西傾斜 +5.3 -3.0 -3.0 
① (3) 東傾斜 +4.9 -3.2 -3.1 
① (4) 西傾斜 +4.6 -2.2 -2.1 
① (5) 東傾斜 +3.5 -2.5 -2.4 
① (6) 西傾斜 +3.0 -2.2 -2.2 
① (7) 東傾斜 +3.0 -2.1 -2.0 
① (8) 西傾斜 +2.4 -1.7 -1.6 
① (9) 東傾斜 +2.6 -1.8 -1.8 
① (10) 西傾斜 +1.7 -1.1 -1.1 
② (1) 東傾斜 +4.7 -2.1 -2.2 
② (2) 西傾斜 +3.9 -2.6 -2.6 
② (3) 東傾斜 +4.7 -2.0 -1.9 
② (4) 西傾斜 +3.4 -2.1 -2.1 
② (5) 東傾斜 +2.3 -1.4 -1.4 
② (6) 西傾斜 +2.2 -1.8 -1.8 
② (7) 東傾斜 +2.7 -1.4 -1.4 
② (8) 西傾斜 +2.6 -1.6 -1.6 
② (9) 東傾斜 +2.9 -1.9 -1.9 
② (10) 西傾斜 +1.7 -1.2 -1.2 

第575回審査会合 資料1-3 P99 加筆・修正 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3 P103 加筆・修正  
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すべり量：9.44m，傾斜角60°，すべり角90°上縁深さ0km 

 E2，E3領域の結果 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 概略パラメータスタディ結果 

領域 
南北 
位置 

東西 
位置 

傾斜 
方向 

評価水位（T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉取水口
（東） 

２号炉取水口
（西） 

E2,E3 
領域 
 

③ (1) 東傾斜 +4.4 -1.9 -1.9 
③ (2) 西傾斜 +3.5 -2.2 -2.2 
③ (3) 東傾斜 +4.0 -2.3 -2.3 
③ (4) 西傾斜 +1.8 -1.3 -1.3 
③ (5) 東傾斜 +2.3 -1.5 -1.5 
③ (6) 西傾斜 +1.8 -1.3 -1.3 
③ (7) 東傾斜 +2.2 -1.3 -1.3 
③ (8) 西傾斜 +1.9 -1.2 -1.2 
③ (9) 東傾斜 +1.9 -1.3 -1.3 
③ (10) 西傾斜 +1.5 -1.0 -1.0 

第575回審査会合 資料1-3 P100 加筆・修正 

第771回審査会合 資料1-3 P104 加筆・修正 
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すべり量：9.44m，傾斜角60°，すべり角90°，東傾斜 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（水位上昇側） 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西 
位置 

走向 

評価水位(T.P. m) 

施設護岸又は防波壁 

E1領域 

0 北23.1 西12.5 -10° +4.9 

0 北23.1 西12.5 基準 +5.8 

0 北23.1 西12.5 +10° +3.8 

0 北23.1 基準 -10° +4.2 

0 北23.1 基準 基準 +5.2 

0 北23.1 基準 +10° +3.1 

0 北23.1 東12.5 -10° +3.6 

0 北23.1 東12.5 基準 +5.5 

0 北23.1 東12.5 +10° +3.8 

0 基準 西12.5 -10° +5.5 

0 基準 西12.5 基準 +5.8 

0 基準 西12.5 +10° +4.6 

0 基準 基準 -10° +5.1 

0 基準 基準 基準 +6.1 

0 基準 基準 +10° +4.4 

0 基準 東12.5 -10° +3.8 

0 基準 東12.5 基準 +7.2 

0 基準 東12.5 +10° +4.6 

2.5 北23.1 西12.5 -10 +4.7 

2.5 北23.1 西12.5 基準 +5.7 

2.5 北23.1 西12.5 +10 +3.8 

2.5 北23.1 基準 -10 +4.1 

2.5 北23.1 基準 基準 +4.8 

2.5 北23.1 基準 +10 +3.0 

2.5 北23.1 東12.5 -10 +3.5 

2.5 北23.1 東12.5 基準 +5.1 

2.5 北23.1 東12.5 +10 +3.5 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西位置 走向 

評価水位(T.P. m) 

施設護岸又は防波壁 

E1領域 

2.5 基準 西12.5 -10 +5.4 

2.5 基準 西12.5 基準 +6.1 

2.5 基準 西12.5 +10 +4.8 

2.5 基準 基準 -10 +3.8 

2.5 基準 基準 基準 +5.9 

2.5 基準 基準 +10 +4.2 

2.5 基準 東12.5 -10 +3.4 

2.5 基準 東12.5 基準 +6.9 

2.5 基準 東12.5 +10 +4.6 

5 北23.1 西12.5 -10° +4.0 

5 北23.1 西12.5 基準 +4.8 

5 北23.1 西12.5 +10° +3.0 

5 北23.1 基準 -10° +3.5 

5 北23.1 基準 基準 +3.7 

5 北23.1 基準 +10° +2.6 

5 北23.1 東12.5 -10° +2.9 

5 北23.1 東12.5 基準 +4.1 

5 北23.1 東12.5 +10° +2.8 

5 基準 西12.5 -10° +4.4 

5 基準 西12.5 基準 +5.9 

5 基準 西12.5 +10° +4.0 

5 基準 基準 -10° +3.0 

5 基準 基準 基準 +4.7 

5 基準 基準 +10° +3.5 

5 基準 東12.5 -10° +2.9 

5 基準 東12.5 基準 +5.3 

5 基準 東12.5 +10° +3.8 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3 
 P105 加筆・修正 



104 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（水位上昇側） 

すべり量：8.65m，傾斜角52.5°，すべり角90°，東傾斜 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西 
位置 

走向 

評価水位(T.P. m) 

施設護岸又は防波壁 

E1領域 

0 北23.1 西12.5 -10° +4.5 

0 北23.1 西12.5 基準 +5.3 

0 北23.1 西12.5 +10° +3.3 

0 北23.1 基準 -10° +3.9 

0 北23.1 基準 基準 +4.4 

0 北23.1 基準 +10° +2.9 

0 北23.1 東12.5 -10° +3.6 

0 北23.1 東12.5 基準 +4.7 

0 北23.1 東12.5 +10° +3.1 

0 基準 西12.5 -10° +4.9 

0 基準 西12.5 基準 +5.5 

0 基準 西12.5 +10° +4.2 

0 基準 基準 -10° +4.2 

0 基準 基準 基準 +5.0 

0 基準 基準 +10° +4.0 

0 基準 東12.5 -10° +3.6 

0 基準 東12.5 基準 +6.0 

0 基準 東12.5 +10° +4.1 

2.5 北23.1 西12.5 -10° +4.4 

2.5 北23.1 西12.5 基準 +5.0 

2.5 北23.1 西12.5 +10° +3.2 

2.5 北23.1 基準 -10° +3.8 

2.5 北23.1 基準 基準 +4.0 

2.5 北23.1 基準 +10° +2.8 

2.5 北23.1 東12.5 -10° +3.3 

2.5 北23.1 東12.5 基準 +4.5 

2.5 北23.1 東12.5 +10° +3.1 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西位置 走向 

評価水位(T.P. m) 

施設護岸又は防波壁 

E1領域 

2.5 基準 西12.5 -10° +4.7 

2.5 基準 西12.5 基準 +5.8 

2.5 基準 西12.5 +10° +4.3 

2.5 基準 基準 -10° +3.4 

2.5 基準 基準 基準 +4.7 

2.5 基準 基準 +10° +3.8 

2.5 基準 東12.5 -10° +3.2 

2.5 基準 東12.5 基準 +5.7 

2.5 基準 東12.5 +10° +4.1 

5 北23.1 西12.5 -10° +3.9 

5 北23.1 西12.5 基準 +4.3 

5 北23.1 西12.5 +10° +2.8 

5 北23.1 基準 -10° +3.3 

5 北23.1 基準 基準 +3.2 

5 北23.1 基準 +10° +2.5 

5 北23.1 東12.5 -10° +2.7 

5 北23.1 東12.5 基準 +3.7 

5 北23.1 東12.5 +10° +2.6 

5 基準 西12.5 -10° +3.9 

5 基準 西12.5 基準 +5.0 

5 基準 西12.5 +10° +3.6 

5 基準 基準 -10° +2.9 

5 基準 基準 基準 +3.9 

5 基準 基準 +10° +3.2 

5 基準 東12.5 -10° +2.7 

5 基準 東12.5 基準 +4.5 

5 基準 東12.5 +10° +3.4 

第771回審査会合 資料1-3  
P106 加筆・修正 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（水位上昇側） 

すべり量：7.71m，傾斜角45°，すべり角90°，東傾斜 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西 
位置 

走向 

評価水位(T.P. m) 

施設護岸又は防波壁 

E1領域 

0 北23.1 西12.5 -10° +4.1 

0 北23.1 西12.5 基準 +4.3 

0 北23.1 西12.5 +10° +3.0 

0 北23.1 基準 -10° +3.6 

0 北23.1 基準 基準 +3.8 

0 北23.1 基準 +10° +2.7 

0 北23.1 東12.5 -10° +3.3 

0 北23.1 東12.5 基準 +3.9 

0 北23.1 東12.5 +10° +2.7 

0 基準 西12.5 -10° +4.1 

0 基準 西12.5 基準 +4.7 

0 基準 西12.5 +10° +3.6 

0 基準 基準 -10° +3.6 

0 基準 基準 基準 +4.0 

0 基準 基準 +10° +3.7 

0 基準 東12.5 -10° +3.5 

0 基準 東12.5 基準 +4.7 

0 基準 東12.5 +10° +3.8 

2.5 北23.1 西12.5 -10° +4.0 

2.5 北23.1 西12.5 基準 +4.3 

2.5 北23.1 西12.5 +10° +2.9 

2.5 北23.1 基準 -10° +3.5 

2.5 北23.1 基準 基準 +3.4 

2.5 北23.1 基準 +10° +2.6 

2.5 北23.1 東12.5 -10° +3.0 

2.5 北23.1 東12.5 基準 +3.7 

2.5 北23.1 東12.5 +10° +2.7 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西位置 走向 

評価水位(T.P. m) 

施設護岸又は防波壁 

E1領域 

2.5 基準 西12.5 -10° +3.9 

2.5 基準 西12.5 基準 +4.7 

2.5 基準 西12.5 +10° +3.6 

2.5 基準 基準 -10° +3.1 

2.5 基準 基準 基準 +3.9 

2.5 基準 基準 +10° +3.5 

2.5 基準 東12.5 -10° +3.1 

2.5 基準 東12.5 基準 +4.4 

2.5 基準 東12.5 +10° +3.6 

5 北23.1 西12.5 -10 +3.7 

5 北23.1 西12.5 基準 +3.7 

5 北23.1 西12.5 +10 +2.5 

5 北23.1 基準 -10 +3.1 

5 北23.1 基準 基準 +2.9 

5 北23.1 基準 +10 +2.4 

5 北23.1 東12.5 -10 +2.5 

5 北23.1 東12.5 基準 +3.2 

5 北23.1 東12.5 +10 +2.4 

5 基準 西12.5 -10 +3.4 

5 基準 西12.5 基準 +4.2 

5 基準 西12.5 +10 +3.4 

5 基準 基準 -10 +2.6 

5 基準 基準 基準 +3.5 

5 基準 基準 +10 +3.1 

5 基準 東12.5 -10 +2.6 

5 基準 東12.5 基準 +3.9 

5 基準 東12.5 +10 +3.1 

第771回審査会合 資料1-3  
P107 加筆・修正 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（水位下降側） 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西 
位置 

走向 

評価水位(T.P. m) 

２号炉 
取水口 
（東） 

２号炉 
取水口 
（西） 

E2,3領域 

0 基準 基準 -10° -3.6 -3.5 

0 基準 基準 基準 -4.1 -4.0 

0 基準 基準 +10° -2.1 -2.0 

0 基準 東16.5 -10° -3.2 -3.1 

0 基準 東16.5 基準 -3.9 -3.9 

0 基準 東16.5 +10° -2.2 -2.2 

0 南17.2 基準 -10° -3.2 -3.2 

0 南17.2 基準 基準 -3.1 -3.1 

0 南17.2 基準 +10° -2.2 -2.2 

0 南17.2 東16.5 -10° -3.2 -3.1 

0 南17.2 東16.5 基準 -2.8 -2.8 

0 南17.2 東16.5 +10° -2.0 -2.0 

2.5 基準 基準 -10° -3.5 -3.4 

2.5 基準 基準 基準 -4.2 -4.1 

2.5 基準 基準 +10° -2.0 -2.1 

2.5 基準 東16.5 -10° -3.1 -3.0 

2.5 基準 東16.5 基準 -3.8 -3.8 

2.5 基準 東16.5 +10° -2.2 -2.2 

2.5 南17.2 基準 -10° -3.2 -3.1 

2.5 南17.2 基準 基準 -3.2 -3.1 

2.5 南17.2 基準 +10° -2.3 -2.2 

2.5 南17.2 東16.5 -10° -3.1 -3.0 

2.5 南17.2 東16.5 基準 -2.9 -2.8 

2.5 南17.2 東16.5 +10° -2.0 -2.0 

すべり量：9.44m，傾斜角60°，すべり角90°，東傾斜 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西位置 走向 

評価水位(T.P. m) 

２号炉 
取水口 
（東） 

２号炉 
取水口 
（西） 

E2,3領域 

5 基準 基準 -10° -3.1 -3.1 

5 基準 基準 基準 -3.8 -3.8 

5 基準 基準 +10° -1.9 -1.8 

5 基準 東16.5 -10° -2.7 -2.7 

5 基準 東16.5 基準 -3.4 -3.4 

5 基準 東16.5 +10° -1.9 -1.9 

5 南17.2 基準 -10° -2.8 -2.7 

5 南17.2 基準 基準 -2.9 -2.9 

5 南17.2 基準 +10° -2.1 -2.1 

5 南17.2 東16.5 -10° -2.6 -2.6 

5 南17.2 東16.5 基準 -2.6 -2.6 

5 南17.2 東16.5 +10° -1.8 -1.8 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3  
P113加筆・修正 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（水位下降側） 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西 
位置 

走向 

評価水位(T.P. m) 

２号炉 
取水口 
（東） 

２号炉 
取水口 
（西） 

E2,3領域 

0 基準 基準 -10° -3.4 -3.3 

0 基準 基準 基準 -3.8 -3.7 

0 基準 基準 +10° -1.8 -1.7 

0 基準 東16.5 -10° -3.0 -3.0 

0 基準 東16.5 基準 -3.6 -3.6 

0 基準 東16.5 +10° -1.9 -1.9 

0 南17.2 基準 -10° -3.0 -3.0 

0 南17.2 基準 基準 -2.8 -2.8 

0 南17.2 基準 +10° -2.1 -2.1 

0 南17.2 東16.5 -10° -3.0 -2.9 

0 南17.2 東16.5 基準 -2.6 -2.5 

0 南17.2 東16.5 +10° -1.8 -1.7 

2.5 基準 基準 -10° -3.3 -3.3 

2.5 基準 基準 基準 -3.8 -3.8 

2.5 基準 基準 +10° -1.7 -1.7 

2.5 基準 東16.5 -10° -2.9 -2.9 

2.5 基準 東16.5 基準 -3.5 -3.5 

2.5 基準 東16.5 +10° -1.9 -1.9 

2.5 南17.2 基準 -10° -3.0 -2.9 

2.5 南17.2 基準 基準 -2.9 -2.8 

2.5 南17.2 基準 +10° -2.0 -2.0 

2.5 南17.2 東16.5 -10° -2.9 -2.9 

2.5 南17.2 東16.5 基準 -2.6 -2.5 

2.5 南17.2 東16.5 +10° -1.7 -1.7 

すべり量：8.65m，傾斜角52.5°，すべり角90°，東傾斜 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西位置 走向 

評価水位(T.P. m) 

２号炉 
取水口 
（東） 

２号炉 
取水口 
（西） 

E2,3領域 

5 基準 基準 -10° -3.0 -2.9 

5 基準 基準 基準 -3.5 -3.4 

5 基準 基準 +10° -1.5 -1.5 

5 基準 東16.5 -10° -2.6 -2.6 

5 基準 東16.5 基準 -3.1 -3.1 

5 基準 東16.5 +10° -1.6 -1.6 

5 南17.2 基準 -10° -2.6 -2.6 

5 南17.2 基準 基準 -2.6 -2.6 

5 南17.2 基準 +10° -1.8 -1.8 

5 南17.2 東16.5 -10° -2.5 -2.5 

5 南17.2 東16.5 基準 -2.3 -2.3 

5 南17.2 東16.5 +10° -1.6 -1.5 

第771回審査会合 資料1-3  
P114加筆・修正 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 詳細パラメータスタディ結果（水位下降側） 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西 
位置 

走向 

評価水位(T.P. m) 

２号炉 
取水口 
（東） 

２号炉 
取水口 
（西） 

E2,3領域 

0 基準 基準 -10° -3.0 -3.0 

0 基準 基準 基準 -3.3 -3.3 

0 基準 基準 +10° -1.5 -1.5 

0 基準 東16.5 -10° -2.7 -2.7 

0 基準 東16.5 基準 -3.2 -3.1 

0 基準 東16.5 +10° -1.5 -1.5 

0 南17.2 基準 -10° -2.7 -2.6 

0 南17.2 基準 基準 -2.4 -2.4 

0 南17.2 基準 +10° -1.9 -1.8 

0 南17.2 東16.5 -10° -2.7 -2.6 

0 南17.2 東16.5 基準 -2.2 -2.2 

0 南17.2 東16.5 +10° -1.5 -1.5 

2.5 基準 基準 -10° -3.0 -2.9 

2.5 基準 基準 基準 -3.4 -3.3 

2.5 基準 基準 +10° -1.4 -1.3 

2.5 基準 東16.5 -10° -2.7 -2.6 

2.5 基準 東16.5 基準 -3.1 -3.0 

2.5 基準 東16.5 +10° -1.6 -1.5 

2.5 南17.2 基準 -10° -2.6 -2.6 

2.5 南17.2 基準 基準 -2.5 -2.4 

2.5 南17.2 基準 +10° -1.8 -1.7 

2.5 南17.2 東16.5 -10° -2.6 -2.6 

2.5 南17.2 東16.5 基準 -2.2 -2.2 

2.5 南17.2 東16.5 +10° -1.5 -1.4 

すべり量：7.71m，傾斜角45°，すべり角90°，東傾斜 

領域 
上縁 
深さ 
(km) 

南北 
位置 

東西位置 走向 

評価水位(T.P. m) 

２号炉 
取水口 
（東） 

２号炉 
取水口 
（西） 

E2,3領域 

5 基準 基準 -10° -2.6 -2.6 

5 基準 基準 基準 -3.0 -3.0 

5 基準 基準 +10° -1.2 -1.2 

5 基準 東16.5 -10° -2.4 -2.4 

5 基準 東16.5 基準 -2.7 -2.7 

5 基準 東16.5 +10° -1.4 -1.4 

5 南17.2 基準 -10° -2.3 -2.3 

5 南17.2 基準 基準 -2.3 -2.3 

5 南17.2 基準 +10° -1.5 -1.5 

5 南17.2 東16.5 -10° -2.3 -2.3 

5 南17.2 東16.5 基準 -2.1 -2.1 

5 南17.2 東16.5 +10° -1.3 -1.3 

第771回審査会合 資料1-3  
P115加筆・修正  
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

第575回審査会合 資料1-3 P113 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P117 再掲 

3号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉放水槽（循環水ポンプ停止時）  

2.24m 

8.08m 6.25m 

4.21m 5.47m 

6.86m 

3号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 

6.40m 4.87m 

5.23m 4.38m 

評価水位最高ケース（水位上昇側） 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （１）土木学会に基づく検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-4.11m -4.05m 

評価水位最低ケース（水位下降側） 

第575回審査会合 資料1-3 P114 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P118 再掲 
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3号炉取水槽 2号炉取水槽 

3号炉放水槽 2号炉放水槽 

6.49m 4.95m 

5.28m 4.31m 

3号炉取水槽 2号炉取水槽 1号炉取水槽 

3号炉放水槽 2号炉放水槽 1号炉放水槽 

6.90m 8.19m 6.28m 

2.23m 
5.39m 

4.37m 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （1）土木学会に基づく検討 

  津波水位評価地点における水位の時刻歴波形（日本海東縁部の断層上縁深さ1kmの影響検討） 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

評価水位最高ケース（水位上昇側） 断層上縁深さ1km 

第563回審査会合 資料1 P45 再掲 

第563回審査会合 資料1 P45 再掲 
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2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-4.08m -4.15m 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （1）土木学会に基づく検討 

  津波水位評価地点における水位の時刻歴波形（日本海東縁部の断層上縁深さ1kmの影響検討） 

評価水位最低ケース（水位下降側） 断層上縁深さ1km 
第771回審査会合 資料1-3 P121 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （1）土木学会に基づく検討 

 伝播経路（日本海東縁部の断層上縁深さ1kmの影響検討） 

第575回審査会合 資料1-3 P117 再掲 

第771回審査会合  
資料1-3 P122 再掲 

大和堆 大和堆 

島根原子力発電所 島根原子力発電所 

評価水位最低ケース（水位下降側）
断層上縁深さ1km 

評価水位最高ケース（水位上昇側）
断層上縁深さ1km 

最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 
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E0領域【南北方向②】 E0領域【南北方向①】 

島根原子力発電所 

大和堆 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁）：+1.7m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+1.9m 
① 

② 

E0領域 

E1領域 

E2,E3領域 

33km 
50km 

50km 

50km 

50km 

46.2km 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討   

  １）波源領域位置の影響検討 

海底地形 最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

大和堆 大和堆 

第771回審査会合 資料1-2 P92 再掲 
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① 

② 

E0領域 

E1領域 

E2,E3領域 

33km 
50km 

50km 

50km 

50km 

46.2km 

E1領域【南北方向②】 E1領域【南北方向①】 

E1領域【南北方向③】 E1領域【南北方向④】 

島根原子力発電所 
③ 

④ 

大和堆 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁）：+1.6m 

評価水位（施設護岸 

又は防波壁） ：+1.9m 

評価水位（施設護岸 

又は防波壁） ：+1.6m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+2.0m 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討   

  １）波源領域位置の影響検討 

海底地形 最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

大和堆 大和堆 

大和堆 大和堆 

第771回審査会合 資料1-2 P93 再掲 
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⑤ 

⑥ 

E0領域 

E1領域 

E2,E3領域 

33km 
50km 

50km 

50km 

50km 

46.2km 

E1領域【南北方向⑥】 E1領域【南北方向⑤】 

E1領域【南北方向⑦】 E1領域【南北方向⑧】 

島根原子力発電所 

⑦ 

⑧ 
 

大和堆 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+2.1m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+3.2m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+2.7m 
評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+3.5m 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討  

  １）波源領域位置の影響検討 

海底地形 最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

大和堆 大和堆 

大和堆 大和堆 

第771回審査会合 資料1-2 P94 再掲 
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E0領域 

E1領域 

E2,E3領域 

33km 
50km 

50km 

50km 

50km 

46.2km 

E2,E3領域【南北方向①】 E1領域【南北方向⑨】 

島根原子力発電所 

大和堆 

E2,E3領域【南北方向②】 E2,E3領域【南北方向③】 

⑨ 

② 

① 

③ 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+5.5m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+5.8m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+4.9m 

評価水位（施設護岸又は 

防波壁） ：+4.4m 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討   

  １）波源領域位置の影響検討 

海底地形 最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

大和堆 大和堆 

大和堆 大和堆 

第771回審査会合 資料1-2 P95 再掲 
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パラメータ 
概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ 

設定方法 説明頁 設定方法 説明頁 

長さ 
地震調査研究推進本部(2003)に示される「青森県西方沖」の領域と「佐渡島
北方沖」の領域の連動を考慮し，350kmと設定 

本資料P108 同左 ― 

位置 地震調査研究推進本部(2003)を参考に東西方向に波源位置を変動 本資料P111,112 
概略パラメータスタディの評価水位最高・最低ケースの位置
を基準とし，変動範囲を補間するように，東西方向に移動 

本資料
P114,118 

走向 地震調査研究推進本部(2003)を参考に設定 補足資料P111 
地震調査研究推進本部（2003)を踏まえて設定した走向に対
して，走向一定，折曲に変化 

本資料
P114,116 

傾斜方向 
土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾斜方向は
一定でないため，東・西傾斜の双方を設定 

本資料P111,112 
概略パラメータスタディの評価水位最高・最低ケースの傾斜
方向 

― 

傾斜角 
土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾斜角は概
ね30°～60°であるため，30°,45°,60°と設定 

本資料P111,112 
補足資料P120 

概略パラメータスタディの評価水位最高・最低ケースの傾斜
角 

― 

断層下限深
さ 

土木学会によると1976年1月～2000年1月に日本海東縁部において発生した
Mw5.0以上，深さ60km以下の地震を抽出すると，地震の発生深さは概ね
15km～20kmであるため，断層面積が広くなり，安全側の評価になると考えら
れる20kmと設定（固定） 

補足資料P120 同左 ― 

断層上縁深
さ 

土木学会によると既往津波の波源モデルの断層上縁深さは概ね0～5kmで
あるため，このうち0kmを設定 

本資料P111 これまでの検討から，0km，1km，2.5km，5kmと設定 
本資料

P114,115 

すべり角 
土木学会によると既往津波の波源モデルのすべり角は90°付近に分布して
いることから，すべり角を安全側の評価になると考えられる90°と設定（固
定） 

― 同左 ― 

すべり量 
土木学会に検討事例として記載されている国土交通省・内閣府・文部科学省
(2014)より最大すべり量を12m，平均すべり量を6mと設定。また，背景領域の
すべり量は根本ほか(2009)(43)に基づき4mとする。 

補足資料 
P121～125 

同左 ― 

剛性率 土木学会に基づき3.5×1010N/m2と設定（固定） ― 同左 ― 

M0，Mw Kanamori(1977)(44)により算出  ogM0＝1.5Mw＋9.1 M0＝μ DS ― 同左 ― 

大すべり域 
根本ほか(2009)に基づき大すべり域（アスペリティ領域）と背景領域の面積比
を１：３とし，波源モデルを8等分したセグメントについて，隣り合う2つのセグメ
ントを大すべり域として設定する。 

本資料P109,111 
補足資料P126 

大すべり域が隣接しないケースを考慮し，設定する。 
本資料

P114,117 

M0：地震ﾓｰﾒﾝﾄ，Mw：ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ ，μ：剛性率，D：すべり量，S：面積 

・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討のパラメータスタディにおけるパラメータは，土木学会等に基づき設定し
た。 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

  パラメータスタディの詳細 

第575回審査会合 資料1-3 P118 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P123 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討  (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 パラメータスタディの詳細（走向） 

【走向】   
・土木学会(2002)※1によると，ハーバードCMTによる発震機構解および既往の
断層モデルから評価した走向ばらつきは標準偏差約10°であることから，地
震調査研究推進本部(2003)の地震発生領域を踏まえ設定した走向8.9°※2

より，標準偏差10°を考慮し，-1.1°，18.9°（8.9°±10°）と設定する。 
・また，本検討では，断層長さが350kmと長大であり，既往地震においても走
向は必ずしも一定でないことを考慮して，地震調査研究推進本部(2003)に示
される「青森県西方沖」の領域と「佐渡島北方沖」の領域の境界で南北に分
割（L=131.25km，218.75km)し，分割した断層がそれぞれ異なる走向を有しな
がら連動することを想定した。 

土木学会（2002）より引用・加筆 

既往断層パラメータのばらつきの評価結果 

※1 土木学会（2016)に記載がないため土木学会(2002）を引用 

※2 「青森県西方沖」領域の北西端と「佐渡島北方沖」領域の南西端を直線で結んだ
走向を基準とする。 

イメージ図 

北側-10°南側+10° 

北側+10°南側-10° 

走向一定-10°変化 

走向一定+10°変化 

走向一定 

折曲ケース 走向一定ケース 

第575回審査会合 資料1-3 P119 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P124 再掲 



120 

【傾斜角】 
  土木学会によると既往津波の痕跡高を再現できる波源モデルの傾斜角は概
ね30°～60°のため，概略パラメータスタディでは30°，45°，60°と設定する。 

 
【断層下限深さ】 
  土木学会によると，1976年1月～2000年1月に日本海東縁部において発生し
たMw5.0以上，深さ60km以下の地震を抽出すると，地震の発生深さは概ね
15km～20kmであるため，断層面積が広くなり，安全側の評価になると考えられ
る20kmと設定する。 

土木学会より引用・加筆 

土木学会より引用 日本海東縁部の既往津波の津波痕跡高を再現できる波源モデル 

傾
斜
角 

日本海東縁部の既往波源モデルの位置 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 パラメータスタディの詳細（傾斜角・断層下限深さ） 

土木学会より引用 

ハーバードCMT解の深さ分布 

第575回審査会合 資料1-3 P120 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P125 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

  スケーリング則・すべり量の設定（武村(1998)） 

武村(1998)より引用・加筆 

近年の長大断層に対するスケーリング則に関する検討
事例をもとに，波源モデル（L=350km)に適用するすべり
量を検討する。なお，土木学会に基づく検討において適
用している武村(1998) のスケーリング則については，準
拠している内陸地殻内地震のデータの最大長さが85km
であり，それ以上の断層長さは外挿領域となっている。 

第575回審査会合 資料1-3 P121 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P126 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 （参考）土木学会における武村（1998）の適用検証について 

第632回審査会合資料2  

P9 再掲 

・土木学会では，日本海東縁部の既往津波の痕跡高を説明できる断層モデル（Mw7.35～7.84，断層長さ65～146.5km）と武村
（1998）の関係に相関があることから，武村(1998)を日本海東縁部の検討に適用できるとしている。また，土木学会(2002)にお
いては，土木学会に基づく検討モデル（Mw7.85，断層長さ131.1km，均質モデル）は，既往津波の痕跡高分布や既存断層モデ
ルのシミュレーション結果を再現できるとしている。 

土木学会(2016)より引用 

第771回審査会合  
資料1-3 P127 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 スケーリング則・すべり量の設定（国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）） 

・波源モデル（350km）に適用した場合，マグニチュードはMw7.7以上であるため，国土交通省・内閣府・文部科学省
(2014)を踏まえると，すべりの不均質性を考慮し，平均すべり量を6m（飽和値），最大すべり量を12mとなる。 

・国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)は，日本海東縁部で発生した地震についての既存の解析結果をもとに，入倉・三宅（2001）を
ベースとしたスケーリング則を提案し，Mw7.7以上で平均すべり量は4.5mで飽和するとしている。さらに，上記スケーリング則について，
既往断層モデルのすべり量のばらつき（σ ＝1.5m）を考慮したスケーリング則についても提案しており，Mw7.7以上で平均すべり量は
6mで飽和するとしている。 
・また，国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)は，各セグメントに大すべり域を設定しており，そのすべり量は平均すべり量の2倍とし
ている。 

国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)より引用 

Wells and Coppersmith（１９９４）〔縦ずれ〕 

武村（1998）〔縦ずれ〕 

田島ほか（2013） 

1964新潟地震 

1983日本海中部地震 

1993北海道南西沖地震 

本検討会のスケーリング式（μ式） 

本検討会のスケーリング式（σ式） 

M0＝(S/2.23×109)3/2×10-7  （Mw＜6.5） 

M0＝(S/4.24×105)2×10-7  （ 6.5≦Mw＜7.7） 

M0＝1.54×S×1011  （7.7 ≦ Mw） 
 

M0：地震モーメント（Nm）    S：断層面積（m2） 
Mw：マグニチュード 
 

【国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)のスケーリング式】 

第575回審査会合 資料1-3 P122 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P128 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 スケーリング則・すべり量の設定（Murotani et al.(2015)） 

・波源モデル（350km）に適用した場合，断層面積は最も狭くても8.0×103（km2）であることから，Murotani et al.(2015)
のスケーリング則を適用でき，すべりの不均質性を考慮し，平均すべり量は2.86mとなる。また，断層長さが100km
以上であるため，最大すべり量は10mで飽和する。 

Murotani et al.(2015)のスケーリング則
の適用範囲：断層面積1.8×103以上 

・Murotani et al.(2015) は，世界の内陸で発生した長さ80kmを超える長大断層での地震及び近年発生した中規模地
震をもとに，断層面積Sが1.8×103（km2)を超える断層についてのスケーリング則を提案している。 
・また， Murotani et al.(2015) は地震のすべりの不均質性を考慮し，地表で観測された最大変位量Dsurfと震源断層
での最大すべり量はほぼ等しいとした上で，Dsurfは震源断層長さがほぼ100kmで10mで飽和するとしている。なお，
Dsurfは震源断層での平均すべり量の概ね2～3倍としている。 

Murotani et al.(2015)より引用・加筆 Murotani et al.(2015)より引用・加筆 

波源モデル（L=350km)の 

断層面積：8.0×103 

Murotani et al.(2015)のスケーリング則 

すべり量は10mで飽和 

【Murotani et al.(2015)の関係式】 

M0(Nm)=1.0×1017S(km2) S＞1.8×103(km2)の場合 D(m) = M0/μ S  μ ＝3.5×1010(N/m2) 

第575回審査会合 資料1-3 

 P123 再掲 

第771回審査会合  
資料1-3 P129 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 スケーリング則・すべり量の設定（既往断層モデル・まとめ） 

土木学会より引用・加筆 

日本海東縁部の既往津波の津波痕跡高を再現できる波源モデル 

・日本海東縁部で発生した既往津波の津波痕跡高を再現できる波源モデルのうち，すべり量の最大値は，1993年北海道南西沖地震津波の再現モ
デルの12mである。 

スケーリング則・すべり量の知見を踏まえて波源モデル（L=350km)のすべり量について検討した結果は以下のとお
り。 
 ・武村(1998)のスケーリング則については，準拠している内陸地殻内地震のデータの最大長さが85kmであり，それ

以上の断層長さは外挿領域となっていることから，適用外と考える。 
 ・波源モデル（L=350km)のマグニチュードはMw7.7以上であることから，国土交通省・内閣府・文部科学省（2014)を

踏まえ，平均すべり量は6m（飽和値），最大すべり量は平均すべり量の2倍の12mとする。 
 ・波源モデル（L=350km)は断層長さ100km以上であることから，Murotani et al.(2015)によると，最大すべり量は10m

で飽和する。 
 ・日本海東縁部を対象とした既往モデルで設定している最大すべり量は12mである。 

・国土交通省・内閣府・文部科学省（2014)によるスケーリング則を用い，最大すべり量12m，平均すべり量6mで実施
する。 

第575回審査会合 資料1-3 P124 再掲 

第771回審査会合  
資料1-3 P130 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 根本ほか（2009）の大すべり域の設定 

・根本ほか（2009）は，日本海東縁部を対象としてアスペリティ（大すべり域）を考慮した津波波源モデ
ルを提案している。 

日本海東縁部の代表的な既往地震を再現するアスペリティモデル 

・４つのセグメントのいずれかがアスペリティに相当するセグメントと考え，アスペリティ位置を変えた４ケースの計算
を行い，４ケースの計算による最大値が観測値（既往津波高）をほぼ包含することができる。 

・断層面を４セグメントに分割して，そのうちの１セグメントをアスペリティ領域，残りの３セグメントを背景領域とする。 

・アスペリティ領域のすべり量は，平均すべり量の２倍とし，背景領域のすべり量は，平均すべり量の２／３倍である。 

・根本ほか（2009）に基づき，アスペリティ領域と背景領域の面積比を１：３とする。 

第575回審査会合 資料1-3 P125 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P131 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 概略パラメータスタディ結果 

 水位上昇側・下降側（その１） 

東西 
位置※ 

傾斜
角 

傾斜 
方向 

大すべり
域 

位置 

評価水位（T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉
取水口
(東) 

２号炉
取水口
(西) 

(1) 

60° 

東
傾
斜 

ⅠⅡ +4.1 -2.4 -2.4 

ⅡⅢ +3.6 -2.3 -2.3 

ⅢⅣ +7.0 -3.2 -3.1 

ⅣⅤ +6.7 -3.6 -3.5 

ⅤⅥ +5.3 -3.5 -3.5 

ⅥⅦ +5.0 -3.0 -3.0 

ⅦⅧ +3.8 -2.7 -2.7 

(2) 
西
傾
斜 

ⅠⅡ +3.0 -2.1 -2.1 

ⅡⅢ +3.9 -2.4 -2.4 

ⅢⅣ +5.5 -2.8 -2.8 

ⅣⅤ +6.9 -2.8 -2.8 

ⅤⅥ +6.1 -2.7 -2.7 

ⅥⅦ +5.1 -2.9 -2.9 

ⅦⅧ +2.9 -2.4 -2.4 

※ 断層の東西位置の番号はP134を参照 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅴ 

Ⅵ 

Ⅶ 

Ⅷ 

Ⅲ 

Ⅳ 

大すべり域の 

配置図 

東西 
位置※ 

傾斜
角 

傾斜 
方向 

大すべり
域 

位置 

評価水位（T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉
取水口
(東) 

２号炉
取水口
(西) 

(3) 

60° 

東
傾
斜 

ⅠⅡ +3.4 -2.6 -2.5 

ⅡⅢ +4.2 -2.4 -2.4 

ⅢⅣ +5.0 -3.1 -3.0 

ⅣⅤ +8.7 -4.1 -4.1 

ⅤⅥ +6.7 -3.7 -3.7 

ⅥⅦ +6.7 -4.1 -4.0 

ⅦⅧ +4.4 -2.7 -2.7 

(4) 
西
傾
斜 

ⅠⅡ +2.6 -2.3 -2.3 

ⅡⅢ +3.1 -2.2 -2.2 

ⅢⅣ +3.6 -2.0 -2.0 

ⅣⅤ +5.4 -3.0 -2.9 

ⅤⅥ +5.8 -3.6 -3.6 

ⅥⅦ +5.2 -3.8 -3.7 

ⅦⅧ +3.6 -2.3 -2.2 

第605回審査会合 資料1 P45 加筆・修正 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 資料1-3  
P132加筆・修正 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 概略パラメータスタディ結果 

 水位上昇側・下降側（その２） 

東西 
位置※ 傾斜角 

傾斜 
方向 

大すべり
域 

位置 

評価水位（T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉
取水口
(東） 

２号炉
取水口
(西) 

(1) 

45° 

東
傾
斜 

ⅠⅡ +4.0 -2.3 -2.2 

ⅡⅢ +3.4 -2.3 -2.3 

ⅢⅣ +6.4 -3.1 -3.0 

ⅣⅤ +6.5 -3.5 -3.4 

ⅤⅥ +4.9 -3.4 -3.4 

ⅥⅦ +4.7 -2.9 -2.9 

ⅦⅧ +3.6 -2.8 -2.8 

(2) 
西
傾
斜 

ⅠⅡ +2.6 -1.8 -1.8 

ⅡⅢ +3.7 -2.2 -2.1 

ⅢⅣ +5.1 -2.5 -2.5 

ⅣⅤ +6.5 -2.8 -2.8 

ⅤⅥ +5.9 -2.9 -2.9 

ⅥⅦ +4.7 -2.7 -2.7 

ⅦⅧ +3.0 -2.3 -2.3 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅴ 

Ⅵ 

Ⅶ 

Ⅷ 

Ⅲ 

Ⅳ 

大すべり域の 

配置図 

東西 
位置※ 傾斜角 

傾斜 
方向 

大すべり
域 

位置 

評価水位（T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉
取水口
(東） 

２号炉
取水口
(西) 

(3) 

45° 

東
傾
斜 

ⅠⅡ +3.4 -2.4 -2.4 

ⅡⅢ +3.9 -2.1 -2.1 

ⅢⅣ +4.8 -2.6 -2.6 

ⅣⅤ +7.9 -3.4 -3.4 

ⅤⅥ +6.3 -3.6 -3.5 

ⅥⅦ +5.9 -3.7 -3.7 

ⅦⅧ +4.1 -2.7 -2.7 

(4) 
西
傾
斜 

ⅠⅡ +2.5 -2.3 -2.3 

ⅡⅢ +2.9 -2.3 -2.3 

ⅢⅣ +3.5 -2.1 -2.1 

ⅣⅤ +5.2 -2.7 -2.7 

ⅤⅥ +5.5 -3.4 -3.3 

ⅥⅦ +4.8 -3.6 -3.5 

ⅦⅧ +3.0 -2.1 -2.1 

第605回審査会合 資料1 P46 加筆・修正 

※ 断層の東西位置の番号はP134を参照 

第771回審査会合 資料1-3  
P133加筆・修正 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 概略パラメータスタディ結果 

 水位上昇側・下降側（その３） 

東西 
位置※ 傾斜角 

傾斜 
方向 

大すべり
域 

位置 

評価水位（T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉
取水口
(東） 

２号炉
取水口
(西) 

(1) 

30° 

東
傾
斜 

ⅠⅡ +3.6 -2.2 -2.2 

ⅡⅢ +3.5 -2.0 -2.0 

ⅢⅣ +5.1 -2.9 -2.8 

ⅣⅤ +5.2 -3.0 -3.0 

ⅤⅥ +4.1 -3.2 -3.2 

ⅥⅦ +4.2 -2.9 -2.9 

ⅦⅧ +3.4 -2.5 -2.5 

(2) 
西
傾
斜 

ⅠⅡ +2.8 -2.1 -2.1 

ⅡⅢ +3.5 -2.0 -1.9 

ⅢⅣ +4.6 -2.2 -2.2 

ⅣⅤ +5.5 -2.9 -2.8 

ⅤⅥ +5.1 -2.8 -2.7 

ⅥⅦ +4.3 -3.3 -3.3 

ⅦⅧ +3.4 -2.6 -2.6 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅴ 

Ⅵ 

Ⅶ 

Ⅷ 

Ⅲ 

Ⅳ 

大すべり域の 

配置図 

東西 
位置※ 傾斜角 

傾斜 
方向 

大すべり
域 

位置 

評価水位（T.P. m) 

上昇側 下降側 

施設護岸 
又は防波壁 

２号炉
取水口
(東） 

２号炉
取水口
(西) 

(3) 

30° 

東
傾
斜 

ⅠⅡ +2.7 -2.2 -2.2 

ⅡⅢ +3.5 -2.0 -2.0 

ⅢⅣ +3.9 -2.5 -2.5 

ⅣⅤ +5.5 -3.0 -3.0 

ⅤⅥ +5.3 -3.4 -3.4 

ⅥⅦ +4.4 -3.6 -3.6 

ⅦⅧ +3.0 -2.7 -2.7 

(4) 
西
傾
斜 

ⅠⅡ +2.8 -2.3 -2.3 

ⅡⅢ +3.1 -2.4 -2.4 

ⅢⅣ +3.1 -2.4 -2.4 

ⅣⅤ +4.1 -2.2 -2.1 

ⅤⅥ +4.0 -2.9 -2.9 

ⅥⅦ +3.5 -3.2 -3.2 

ⅦⅧ +2.5 -2.4 -2.4 

第605回審査会合 資料1 P47 加筆・修正 

※１ 断層の東西位置の番号はP134を参照 

第771回審査会合 資料1-3  
P134加筆・修正  
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評価水位最高ケース（水位上昇側） 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

3号炉取水槽 2号炉取水槽 

3号炉放水槽 2号炉放水槽 

6.83m 6.10m 

6.04m 4.35m 

 日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

3号炉取水槽 2号炉取水槽 1号炉取水槽 

3号炉放水槽 2号炉放水槽 1号炉放水槽 

7.09m 7.12m 

2.98m 6.45m 4.81m 

8.91m 

第605回審査会合 資料1 

 P48 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P141 再掲 
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2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-4.39m -4.44m 

評価水位最低ケース（水位下降側） 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

第605回審査会合 資料1 

 P49 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P142 再掲 
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評価水位最高ケース（水位上昇側） 評価水位最低ケース（水位下降側） 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 伝播経路 

 日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討 

大和堆 大和堆 

島根原子力発電所 島根原子力発電所 

最大水位上昇量分布図 最大水位上昇量分布図 

第605回審査会合 資料1 

 P50 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P143 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 パラメータスタディの影響検討 

・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討で実施したパラメータスタディについ
て，敷地への影響が最も大きくなるケースを検討していることを確認するため，概略パラメータスタディ
及び詳細パラメータスタディ①の影響因子が津波水位に与える影響について検討を行う。 

 

・影響の検討は，概略パラメータスタディが津波水位に対して影響が大きい因子（支配的因子）で行わ
れていること，詳細パラメータスタディ①が津波水位に対して影響が小さい因子（従属的因子）で行われ
ていることを水位の変動幅により確認することで実施する※。 

※ 本検討は概略検討のため「1号放水口護岸又は1号放水連絡通路防波扉」の水位は含めず実施 

第605回審査会合 資料1 

 P51 加筆・修正 

第771回審査会合 資料1-3  
P144加筆・修正 
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・概略パラメータスタディの各因子（大すべり域位置，波源モデル位置及び傾斜角）が評価水位に与える影響を検討し
た。※ 

①大すべり域位置の影響 

②波源モデル位置・傾斜方向の影響 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 概略パラメータスタディの影響検討（大すべり域位置，波源モデル位置・傾斜方向） 

※水位上昇側の評価水位は施設護岸又は防波壁，水位下降側の評価水位は2号炉取水口の値 

（水位上昇側） （水位下降側） 

大すべり域位置ⅣⅤ 

傾斜角60° 

大すべり域位置ⅣⅤ 

傾斜角60° 

変動幅：3.3m 変動幅：1.3m 

（水位上昇側） （水位下降側） 

東西位置（3） 

傾斜角60° 

東西位置（3） 

傾斜角60° 

：大すべり域（例） 

変動幅：5.3m 
変動幅：1.7m 

5.3m 1.7m 

3.3m 1.3m 

第605回審査会合 資料1 P52 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P145 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 概略パラメータスタディの影響検討（傾斜角） 

③傾斜角の影響 

大すべり域位置ⅣⅤ 

東西位置（3） 

大すべり域位置ⅣⅤ 

東西位置（3） 

（水位上昇側） （水位下降側） 

変動幅：3.2m 変動幅：1.1m 

・概略パラメータスタディの各因子が評価水位に与える影響は，評価水位の変動幅によると上昇側，下降側ともに
大すべり域位置が大きい。  
 大すべり域位置の変動幅（上昇側：5.3m，下降側：1.7m） 
 波源モデル位置・傾斜方向の変動幅（上昇側：3.3m，下降側：1.3m） 
 傾斜角の変動幅（上昇側：3.2m，下降側：1.1m） 

3.2m 

1.1m 

第605回審査会合 資料1 P53 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P146 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 詳細パラメータスタディ①の影響検討（断層上縁深さ） 

・詳細パラメータスタディの因子（断層上縁深さ）が評価水位に与える影響を検討した。※ 

・断層上縁深さを変化させたケースは概略ケース①及び②に比べ敷地の評価水位は概ね小さくなる。また，その水位
の変動幅（上昇側：2.3m，下降側：1.2m）は概略パラメータスタディの変動幅（上昇側：5.3m，下降側：1.7m）に比べて小さ
い。 

※水位上昇側の評価水位は施設護岸，水位下降側の評価水位は2号炉取水口の値 

詳細-1 断層上縁深さの影響 

（水位上昇側） （水位下降側） 

赤字：概略ケース①，青字：概略ケース② 

変動幅：2.3m 変動幅（ⅣⅤ）：1.2m 

2.3m 1.2m 

0.5m 

第605回審査会合 資料1 P54 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P147 再掲 
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詳細-2 走向の影響 

（＞）    （＼）     （｜）     （／）    （＜） （＞）    （＼）     （｜）     （／）    （＜） 

（水位上昇側） （水位下降側） 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 詳細パラメータスタディ①の影響検討（走向） 

赤字：概略ケース①，青字：概略ケース② 

・詳細パラメータスタディ①の因子（走向）が評価水位に与える影響を検討した。※ 

・走向を変化させたケースの水位の変動幅（上昇側：3.3m，下降側：1.8m）は概略パラメータスタディの変動幅（上昇側：
5.3m，下降側：1.7m）と比較すると，同等かそれ以下となる。 

※水位上昇側の評価水位は施設護岸又は防波壁，水位下降側の評価水位は2号炉取水口の値 

変動幅：3.3m 変動幅（ⅥⅦ）：1.8m 

3.3m 

1.1m 

1.8m 

第605回審査会合 資料1 P55 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P148 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 詳細パラメータスタディ①の影響検討（大すべり域位置） 

・詳細パラメータスタディ①の因子（大すべり域位置（隣接しないケース））が評価水位に与える影響を検討した。※検討
にあたっては，上昇側及び下降側それぞれに影響のある大すべり域位置を対象に行った。 

・大すべり域位置（隣接しないケース）を変化させたケースの水位の変動幅（上昇側：4.3m，下降側：2.1m)は概略パラ
メータスタディの変動幅（上昇側：5.3m，下降側：1.7m）と比較すると同等かそれ以下となった。 

※水位上昇側の評価水位は施設護岸又は防波壁，水位下降側の評価水位は2号炉取水口の値 

詳細-3 大すべり域位置の影響 

・概略パラメータスタディにおいて，敷地への影響が大きかった位置を固定パラメータ（Ⅳ，Ⅴ，Ⅵ，Ⅶ）として比較
を行った。 

固定パラメータⅣ 固定パラメータⅤ 固定パラメータⅥ 固定パラメータⅦ 

赤字：概略ケース①，青字：概略ケース② 

変動幅（上昇側）：4.7m 

変動幅（下降側）：2.1m 

4.3m 

2.1m 
2.1m 

第605回審査会合 資料1 P56 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P149 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 詳細パラメータスタディ①の影響検討（波源モデル位置（東西位置を補間）） 

（水位上昇側） （水位下降側） 

詳細-4 波源モデル位置（東西位置を補間するように設定）の影響 

赤字：概略ケース①，青字：概略ケース② 

変動幅：2.2m 

変動幅（ⅥⅦ）：1.6m 

2.2m 

1.6m 

0.1m 

・詳細パラメータスタディ①の因子（波源モデル位置（東西位置を補間するように設定））が評価水位に与える影響を検
討した。※ 

・波源モデル位置（東西位置を補間するように設定）を変化させたケースの水位の変動幅（上昇側：2.2m，下降側：1.6m
）は概略パラメータスタディの変動幅（上昇側：5.3m，下降側：1.7m）に比べて小さい。 

※水位上昇側の評価水位は施設護岸又は防波壁，水位下降側の評価水位は2号炉取水口の値 

第605回審査会合 資料1 P57 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P150 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (2)地震発生領域の連動を考慮した検討 

 パラメータスタディの影響検討のまとめ 

影響因子 
水位変動幅 

概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ① 
断層上縁深さ - 2.3 

走向 - 3.3 

大すべり域位置 5.3 4.3 

波源モデル位置・傾斜方向 3.3 2.2 

傾斜角 3.2 - 

（水位上昇側） 

影響因子 
水位変動幅 

概略パラメータスタディ 詳細パラメータスタディ① 
断層上縁深さ - 1.2 

走向 - 1.8 

大すべり域位置 1.7 2.1 

波源モデル位置・傾斜方向 1.3 1.6 

傾斜角 1.1 - 

（水位下降側） 

・概略パラメータスタディ及び詳細パラメータスタディ①について水位変動幅を算定した結果は以下のとおり。 
・水位上昇側については，概略パラメータスタディは詳細パラメータスタディ①と比較すると，水位変動幅が大きくなっ
ており，影響が大きい因子（支配的因子）で行われていることを確認した。  
・水位下降側については，影響因子と水位変動幅の相関が無いことを確認した。 

・上記検討より，水位下降側においては影響因子と水位変動幅に相関がないことから，水位上昇側及び下降側におい
て追加のパラメータスタディとして影響因子を組み合わせた検討（詳細パラメータスタディ②）及び大すべり域位置を更
に細かく移動する検討（詳細パラメータスタディ③）を実施した。 
・以上の検討を踏まえると，敷地への影響が最も大きいケースを選定できていると考える。 

第605回審査会合 資料1 P58 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P151 再掲 
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第771回審査会合 

資料1-3  P152 加筆・修正 

大すべり域右側 大すべり域中央 大すべり域左側 大すべり域隣接LLR 大すべり域隣接LRR 

波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸又は防波壁 ２号炉取水口（東） ２号炉取水口（西） 

F17断層 

大すべり域右側 +2.3 -1.2 -1.2 
大すべり域中央 +2.1 -1.4 -1.4 
大すべり域左側 +2.0 -1.3 -1.3 

大すべり域隣接LLR +2.0 -1.3 -1.3 
大すべり域隣接LRR +2.2 -1.3 -1.3 

 F17断層の解析結果 ：評価水位が最大となるケースの評価水位 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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断層長さ 135km 

断層幅  21.5km 

平均すべり量 6.00m 

上縁深さ 1km 

走向 10°，350° 

傾斜角 45°，45° 

すべり角 106°，96° 

Mw 7.8 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
右側 

断層長さ 135km 

断層幅  21.5km 

平均すべり量 6.00m 

上縁深さ 1km 

走向 10°，350° 

傾斜角 45°，45° 

すべり角 106°，96° 

Mw 7.8 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
中央 

地盤変動量分布図 地盤変動量分布図 

評価水位最低ケース 評価水位最高ケース 

 F17断層の評価水位最高・ 

  最低ケースの波源モデル 

第771回審査会合 
資料1-3 P153 再掲 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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大すべり域右側 

大すべり域中央 

大すべり域左側 

大すべり域隣接LRRR 

大すべり域隣接LRLR 

大すべり域隣接LLRR 大すべり域隣接LLLR 

波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸又は防波壁 ２号炉取水口（東） ２号炉取水口（西） 

F24断層 

大すべり域右側 +3.2 -2.3 -2.3 
大すべり域中央 +3.3 -2.4 -2.4 
大すべり域左側 +2.9 -2.1 -2.1 

大すべり域隣接LRRR +3.3 -2.4 -2.3 
大すべり域隣接LRLR +3.3 -2.3 -2.3 
大すべり域隣接LLRR +3.4 -2.2 -2.2 
大すべり域隣接LLLR +3.3 -2.3 -2.3 

 F24断層の解析結果 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 
資料1-3  P154 加筆・修正 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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 F24断層の評価水位最高・最低ケースの波源モデル 

断層長さ 132km 

断層幅  28.2km 

平均すべり量 6.00m 

上縁深さ 1km 

走向 21°，349° 

傾斜角 30°，30° 

すべり角 74°，80° 

Mw 7.9 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
中央 

評価水位最低ケース 

地盤変動量分布図 

第575回審査会合 資料1-3 
P143 再掲 

評価水位最高ケース 

地盤変動量分布図 

断層長さ 132km 

断層幅  28.2km 

平均すべり量 6.00m 

上縁深さ 1km 

走向 21°，349° 

傾斜角 30°，30° 

すべり角 74°，80° 

Mw 7.9 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
隣接LLRR 

第771回審査会合 
資料1-3 P155 再掲 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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大すべり域中央 大すべり域左側 大すべり域隣接LLR 大すべり域隣接LRR 

波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m)※ 

上昇側 下降側 

施設護岸又は防波壁 ２号炉取水口（東） ２号炉取水口（西） 

F28断層 

大すべり域右側 +3.6 [3.565] -1.9 -1.9 

大すべり域中央 +3.4 -1.6 -1.6 

大すべり域左側 +3.3 -1.6 -1.6 

大すべり域隣接LLR +3.3 -1.6 -1.6 

大すべり域隣接LRR +3.6 [3.568] -1.8 -1.8 

大すべり域右側 
※  [ ]内の数値は評価水位の小数点第二位まで記載(m) 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第771回審査会合 
資料1-3  P156 加筆・修正 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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断層長さ 126km 

断層幅  18.0km 

平均すべり量 5.18m 

上縁深さ 1km 

走向 200°，185°，202° 

傾斜角 45° 

すべり角 115°，93°，118° 

Mw 7.7 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
隣接LRR 

評価水位最低ケース 評価水位最高ケース 

断層長さ 126km 

断層幅  18.0km 

平均すべり量 5.18m 

上縁深さ 1km 

走向 200°，185°，202° 

傾斜角 45° 

すべり角 115°，93°，118° 

Mw 7.7 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
右側 

地盤変動量分布図 地盤変動量分布図 

 F28断層の評価水位最高・ 

  最低ケースの波源モデル 

第771回審査会合 
資料1-3 P157 再掲 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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大すべり域右側 

大すべり域中央 

大すべり域左側 

大すべり域隣接LRR 

大すべり域隣接LLR 

波源 
大すべり域の 
位置の設定 

評価水位(T.P. m) 
上昇側 下降側 

施設護岸又は防波壁 ２号炉取水口（東） ２号炉取水口（西） 

F30断層 

大すべり域右側 +1.6 -0.8 -0.8 
大すべり域中央 +1.5 -0.8 -0.8 
大すべり域左側 +1.5 -0.9 -0.9 

大すべり域隣接LRR +1.6 -0.8 -0.8 
大すべり域隣接LLR +1.6 -0.9 -0.9 

 F30断層の解析結果 

：評価水位が最大となるケースの評価水位 

第575回審査会合 資料1-3 
P146 加筆・修正 

第771回審査会合 
資料1-3  P158 加筆・修正 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 



148 

 F30断層の評価水位最高・最低ケースの波源モデル 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討   

  （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
第575回審査会合 資料1-3 

P147 加筆・修正 

断層長さ 153km 

断層幅  19.3km 

平均すべり量 6.00m 

上縁深さ 1km 

走向 202°，247° 

傾斜角 45°，45° 

すべり角 98°，120° 

Mw 7.8 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
隣接LLR 

評価水位最高ケース 評価水位最低ケース 

地盤変動量分布図 地盤変動量分布図 

断層長さ 153km 

断層幅  19.3km 

平均すべり量 6.00m 

上縁深さ 1km 

走向 202°，247° 

傾斜角 45°，45° 

すべり角 98°，120° 

Mw 7.8 

大すべり域の 
配置 

大すべり域 
隣接LRR 

第771回審査会合 
資料1-3 P159 再掲 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討   

  （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 

3号炉取水槽 2号炉取水槽 1号炉取水槽 

3号炉放水槽 2号炉放水槽 1号炉放水槽 

5.72m 

1.70m 

6.17m 4.59m 

3.22m 2.07m 

3号炉取水槽 2号炉取水槽 

3号炉放水槽 2号炉放水槽 

4.75m 3.78m 

4.07m 3.35m 

評価水位最高ケース（水位上昇側） F28断層，大すべり域隣接LRR 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

第771回審査会合 
資料1-3  P160 加筆・修正 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-2.34m -2.31m 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討   

  （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 

評価水位最低ケース（水位下降側） F24断層，大すべり域中央 

第575回審査会合 資料1-3 
P149 加筆・修正 

第771回審査会合 
資料1-3 P161 再掲 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 

 （3）国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)に基づく検討 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討  

 秋田県（2013）の波源モデルの概要 

検討対象波源モデル 

秋田県（2013）を引用・加筆 

秋田県(2013)が数値シミュレーションを実施した 
波源モデルのパラメータ一覧 

秋田県(2013)が数値シミュレーションを実施した波源モデル位置図 

・地方自治体独自の波源モデルに基づく検討では，秋田県（2013）が想定した波源モデルのうち，津波の敷地への影響が大きくなると考え
られる「海域A+海域B+海域C」（Mw最大8.69）の波源モデルに基づき数値シミュレーションを実施しており，敷地に与える影響は，鳥取県
(2012)と比べて小さいことを確認している。なお，秋田県（2016）（45）においては，津波浸水想定を見直ししており，対象波源としては，秋田
県(2013)に加え，現在の科学的知見を基に，国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）が公表した４断層（F20断層(Mw7.8)，F24断層
（Mw7.86），F28断層（Mw7.67），F30断層（Mw7.79））を設定している。 

・秋田県（2013）は， 「想定外を作らない」という考え方に基づき，地震調査研究推進本部(2003)を参考に 震源を３つのブロック（海
域A，海域B及び海域C）に分け，それらの単独地震及び連動地震を想定した波源を秋田県独自断層として設定している。なお，最
新の科学的・技術的知見を踏まえると，本波源モデルによる津波が発生する可能性は極めて低いと考える（次頁参照）が，安全側
の評価を実施する観点から，地方自治体独自の波源モデルに基づく検討を実施している。 

秋田県（2013）を引用 

第771回審査会合 資料1-3 P162 再掲 



152 

・石川県(2012)は，海底地質調査により判明している活断層について，地形状況等から，複数の活断層が連動する
可能性を最大限考慮し，４つの波源モデルを想定した。 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討  

 石川県(2012)の波源モデルの概要 

・石川県(2012)が想定した波源モデルのうち，日本海東縁部に位置する波源モデルに基づき数値シミュレーションを
実施する。 

石川県（2012）を引用・加筆 

検討対象波源モデル 

石川県(2012)が数値シミュレーションを実施した 
波源モデルのパラメータ一覧 

石川県(2012)が数値シミュレーションを実施した 
波源モデル位置図 

石川県（2012）を引用 

第575回審査会合 資料1-3 P151 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P163 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討  

 福井県（2012）の波源モデルの概要 

福井県(2012)が数値シミュレーションを実施した 
波源モデルのパラメータ一覧 

検討対象波源モデル 

福井県（2012）を引用・加筆 

福井県(2012)が数値シミュレーションを実施した 
波源モデル位置図 

福井県（2012）を引用 

・福井県(2012)は，海底地質調査により判明している活断層について，地形状況等から，複数の活断層が連動する
可能性を最大限考慮し，４つの波源モデルを想定した。 

・福井県(2012)が想定した波源モデルのうち，日本海東縁部に位置する波源モデルに基づき数値シミュレーションを
実施する。（石川県(2012)と同様の波源モデル） 

第575回審査会合 資料1-3 P152 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P164 再掲 
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・島根県（2012）では，佐渡島北方沖に中国電力が想定したMw7.85の地震に加え，参考ケースとして佐渡島北方沖の地
震空白域全体が破壊すると想定したMw8.01の地震を独自に想定していることから，地震規模が大きい「佐渡島北方沖
（M8.01）」の波源モデルに基づき，当社による数値シミュレーションを実施する。 

・なお，島根県（2016）では， Mw8.01の地震を棄却し，日本海東縁部を波源とする津波として国土交通省・内閣府・文部
科学省（2014)の波源モデル（F24断層(Mw7.9)）により津波浸水想定を実施している。 

島根県（2012）より引用 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討 

 島根県（2012）の波源モデルの概要 

島根県（2012）より引用・加筆 

島根県(2012)が数値シミュレーションを実施した 
波源モデルのパラメータ一覧 

検討対象波源モデル 

第632回審査会合 資料2 P13 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P165 再掲 
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地震調査研究推進本部(2003)を引用・加筆 

検討対象波源
モデル 

・鳥取県（2012）が日本海東縁部に想定した波源モデルを以下に示す。 
 ・中国電力が想定しているMw7.85の波源モデル（佐渡北方沖（パターン１）） 
 ・佐渡島北方沖の空白域全体が活動した場合の地震を想定し，空白域の最も沖合に設定した波源モデル（佐渡北  
  方沖（パターン２）） 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討 

 鳥取県（2012）の波源モデルの概要 

・鳥取県（2012）が日本海東縁部に想定した波源のうち，断層が長い佐渡北方沖（パターン２）について，津波の敷地
への影響が大きくなると考えられる傾斜角60°の波源モデルに基づき数値シミュレーションを実施する。 

・考慮する不確かさは，傾斜方向とする。 

鳥取県(2012)が数値シミュレーションを実施した波源モデル一覧 

検討対象波源モデル 

日
本
海
東
縁
部
の
波
源 

鳥取県(2012)を引用・加筆 

・震災後，鳥取県が独自に設定した鳥取県(2012)で津波浸水想定を実施していたが，
最新の科学的知見に基づいたものとして2014年に国土交通省・内閣府・文部科学
省(2014)の断層モデルが公表されたことに伴い，鳥取県(2015)（46）として見直しされ
ている。 

・鳥取県(2015) では，日本海東縁部を波源とする津波として，鳥取県（2012）の波源
に加え，国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)の断層モデル（F17，F24，F28断
層）により津波浸水想定を実施している。 

第632回審査会合 資料2 P12 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P166 再掲 
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3号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉取水槽（循環水ポンプ停止時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ停止時） 1号炉放水槽（循環水ポンプ停止時）  

3.94m 

9.00m 6.94m 

7.07m 6.33m 

7.54m 

3号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉取水槽（循環水ポンプ運転時） 

3号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 2号炉放水槽（循環水ポンプ運転時） 

6.97m 5.89m 

6.71m 6.55m 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討  

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

評価水位最高ケース（水位上昇側） 鳥取県(2012)，西傾斜 

※初期水位は，潮位及び取水による損失水頭を考慮した水位 

【循環水ポンプ運転時】 

【循環水ポンプ停止時】 

第575回審査会合 資料1-3 
P154 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P168 再掲 
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2号炉取水口（東） 2号炉取水口（西） 

-4.94m -4.89m 

 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 （4）地方自治体独自の波源モデルに基づく検討  

 津波水位評価地点における水位の時刻歴波形 

評価水位最低ケース（水位下降側） 鳥取県(2012)，西傾斜 

第575回審査会合 資料1-3 
P155 再掲 

第771回審査会合 資料1-3 P169 再掲 
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・地震発生領域の連動を考慮した検討に伴う波源モデル（350km）について，地方自治体独自の波源モデルに基づく検討で実施した鳥取
県(2012)及び島根県(2012) の波源モデルと比較する。 

※１ 島根県(2016)において，島根県(2012)に想定した波源モデルを棄却し，国土交通省・内閣府・文部科学省（2014)の波源モデル（F24断層(Mw7.9)）に
より津波浸水想定を実施するよう見直しがなされている。（鳥取県(2012)の概要をP155に，島根県(2012)の概要をP154に示す。） 

※２ すべり量の設定根拠については，P121～125を参照。 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 地震発生領域の連動を考慮した検討による津波のパラメータ比較 

パラメータ 

地震発生領域の連動を考慮した検討に伴う波
源モデル（350km) 

地方自治体独自の波源モデルに基づく検討 

鳥取県(2012) 島根県(2012)※１ 

根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 

断層長さL・
位置 

地震調査研究推進本部(2003)
に示される「青森県西方沖」の
領域と「佐渡島北方沖」の領域
の連動を考慮して設定 

350km 

佐渡島北方沖の空白域全
体が活動した場合の想定
地震。空白域の最も沖合
に設定 

222.2km 
佐渡島北方沖について，震源が
断層によらず，対象領域全体に
及んだ場合を想定して設定 

222.7km 

地震ﾓｰﾒﾝﾄ
M0 

M0=μ DS により算出 1.70×1021 

（N・m） 
武村(1998)により算出 
logM0＝2logL＋16.64 

2.16×1021

（N・m） 
M0=μ DS により算出 1.28×1021

（N・m） 

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆ
ﾁｭｰﾄﾞMw 

Kanamori(1977)により算出 
Mw＝（logM0-9.1） /1.5 

8.09 
（傾斜角60°
の場合） 

Kanamori(1977)により算出 
Mw＝（logM0-9.1） /1.5 

8.16 Kanamori(1977)により算出 
Mw＝（logM0-9.1） /1.5 

8.01 

剛性率 
μ  土木学会に基づき設定 3.5×1010

（N/m2） － 3.5×1010

（N/m2） － 3.5×1010

（N/m2） 

傾斜角 土木学会に基づき設定 
30°, 
45°, 
60° 

－ 45°,60° － 60° 

すべり角 土木学会に基づき安全側に設定 90° 津波高が最大となる値 90° － 90° 

断層上縁深
さ 

土木学会に基づき設定 Okm,1km, 
2.5km,5km 

－ 0km － 0km 

モデル 2011年東北地方太平洋沖地震
を踏まえ設定 

不均質 
モデル 

－ 均質 
モデル 

－ 均質 
モデル 

すべり量 
D 

長大断層であることから，土木学
会に検討事例として記載されて
いる国土交通省・内閣府・文部
科学省(2014)より設定 
また，背景領域のすべり量は根
本ほか(2009)に基づき設定※２ 

大すべり域:12m 
背景領域:4m 

平均:6m 

M0＝μ DSにより，すべり量
を算出 
（ここで，S：断層面積） 

16m 
M7.85で設定した佐渡島北方沖
のすべり量9.4mを超えるように
設定 

9.5m 

第771回審査会合 資料1-3 P169 加筆・修正 ※修正個所を青字で示す 

第771回審査会合 資料1-3 P170 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 検討方針 

（１）地震発生領域の連動を考慮した検討 
・地震発生領域の連動を考慮した検討の波源モデル（350km）は不均質モデルとして最大すべり量12m，
平均すべり量6mと設定しているが，「①最大すべり量の比較検討」及び「②すべりの均質・不均質性の検
討」により，波源モデル設定の妥当性を検討する。併せて，鳥取県(2012)の波源モデル設定を地震発生
領域の連動を考慮した検討に採用するか否かを検討する。 
 
①最大すべり量の比較検討 
・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討において設定した最大すべり量12m
の保守性を確認するため，最大すべり量12mが他の長大断層に係るスケーリング則を用いて算出される
最大すべり量を上回ることを確認する。 
  1)地震調査研究推進本部(2016)（47）の方法 
  2)土木学会(2016)の方法 
②すべりの均質・不均質性の検討 
 ・長大断層に関する最新の知見を踏まえ，すべりの均質・不均質性について検討を行う。 
 
（２）鳥取県（2012）の検討の位置付け 
・地方自治体独自の波源モデルである鳥取県(2012)の波源モデルについて，最新の科学的・技術的知
見を踏まえ，検討の位置付けについて検討する。 
 
（３）日本海東縁部に想定される地震による津波のパラメータ設定の考え方 
・日本海東縁部の各検討（土木学会に基づく検討，地震発生領域の連動を考慮した検討及び地方自治
体独自の波源モデルによる検討）におけるパラメータ設定の考え方を整理する。 
 

第771回審査会合 資料1-3 P171 再掲 
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修正 

・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討において設定した最大すべり量と以下に示す長大断
層に関するその他のスケーリング則を用いて算出される最大すべり量及び鳥取県(2012)のすべり量とを比較した。 

1)地震調査研究推進本部(2016)の方法 
2)土木学会(2016)の方法 

※1算出根拠をP165に示す。 
※2算出根拠をP166に示す。 

・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討に用いる最大すべり量は，長大断層に関す
るその他のスケーリング則を用いて算出される最大すべり量を上回っていることを確認した。 

・鳥取県(2012)において採用している断層長さが約220kmの長大断層のすべり量16mは，以下に示す理由により
地震発生領域の連動を考慮した検討には採用しない。 
地震調査研究推進本部（2016）及び土木学会（2016）に示される近年の長大断層に対するスケーリング則を用
いて算出される最大すべり量を大幅に上回る設定であること 
鳥取県(2012)が採用している武村（1998）のスケーリング則が準拠している内陸地殻内地震のデータの最大
長さが85kmであり，それ以上の断層長さは外挿領域となっていること（P121参照） 

第632回審査会合以降，加筆・修正した内容を下線で示す。 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 地震発生領域の連動を考慮した検討（①最大すべり量の比較検討） 

近年の長大断層に対するスケーリング則を用いて算出される最大すべり量 

鳥取県(2012)の 
すべり量 

日本海東縁部に想
定される地震発生
領域の連動を考慮
した検討において
設定した最大すべ

り量 

他の地震規模に係るスケーリング則を用いて算出さ
れる最大すべり量 

地震調査研究推進本
部(2016) 土木学会（2016) 

大すべり域の 
すべり量 

12m 5.72m※1 9.0m※2 16m 

第771回審査会合 資料1-3 P172 再掲 
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3)鳥取県(2012)及び島
根県(2012)は，国土交
通省・内閣府・文部科
学省(2014)の前に，自
治体が独自で設定し
た波源である。（両県
とも，国土交通省・内
閣府・文部科学省
(2014)以降，これを踏
まえた評価を行ってい
る。） 

修正 

・長大断層に関するすべりの均質・不均質性については，以下に示す知見が得られている。 
1) 2011年東北地方太平洋沖地震において，すべりの不均質性により大きなすべりが生じている（P167
参照）。 
2)国土交通省・内閣府・文部科学省(2014)及びMurotani et al.(2015)等の最新の知見（P123,124参照）
においては，地震のすべりの不均質性を考慮したスケーリング則が提案されている。 

・上記より，長大断層に関する最新の知見を踏まえると，長大断層の検討にあたってはすべりの不均
質性を考慮するのが適当と考える。 

・鳥取県(2012)において採用している断層長さ約220kmの長大断層に対して武村(1998)を適用し，かつ，
そのすべり量を均質に設定する方法は，以下に示す理由により地震発生領域の連動を考慮した検討
には採用しない。 
国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）及びMurotani et al.(2015)等の最新の知見を踏まえると，す
べりの不均質性を考慮することが適当であると考えられること 

第632回審査会合以降，加筆・修正した内容を下線で示す。 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 地震発生領域の連動を考慮した検討（②すべりの均質・不均質性の検討） 
第771回審査会合 資料1-3 P173 再掲 
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追加 

・日本海東縁部に想定される地震による津波のうち，地方自治体独自の波源モデルである鳥取県(2012)の検討の位置付けを整
理した。 

第632回審査会合以降，加筆・修正した内容を下線で示す。 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 鳥取県（2012）の波源モデルによる検討の位置付け 

地方自治体独自の波源モデル 
（鳥取県(2012)） 

すべり量 16m 

すべりの均質・不均質性 均質 

波源モデルの妥当性 
についての評価 

 
・鳥取県(2012) のすべり量16mは，地震調査研究推進本部（2016）及び土木学会（2016）に示
される近年の長大断層に対するスケーリング則を用いて算出される最大すべり量を上回る
設定であること，また，すべりの均質・不均質性についても断層長さ約220kmの長大断層に
対して武村(1998)を適用し，かつ，そのすべり量を均質に設定しているが，国土交通省・内閣
府・文部科学省（2014）及びMurotani et al.(2015)等の最新の知見を踏まえると，すべりの不
均質性を考慮することが適当であると考えられる。（P123,124参照） 

 

上記評価を踏まえた 
検討の位置付け 

・安全側の評価を実施する観点及び地方自治体による地域防災計画との整合を図る観点か
ら，鳥取県が独自に設定している波源モデルに対して数値シミュレーションを実施する。しか
しながら，これら波源は，地震調査研究推進本部（2016）及び国土交通省・内閣府・文部科
学省（2014）等の長大断層に関する最新の科学的・技術的知見を踏まえた設定でないため，
パラメータスタディによる不確かさの考慮は行わない。 

第771回審査会合 資料1-3 P174 再掲 
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追加 

・日本海東縁部に想定される地震による津波の各検討において考慮した波源モデルの設定の妥当性について確認することを目的に，主なパラメータに
ついて以下のとおり整理した。 

・土木学会に基づく検討については，武村（1998）が準拠している内陸地殻内地震のデータの外挿領域の断層長さであるが，当該パラメータは土木学
会によりMw7.85までの適用について検証済みのパラメータ（P20参照）であり，パラメータの設定は妥当であると考える。 

・地方自治体独自の波源モデルのうち石川県(2012)・福井県(2012) 及び鳥取県(2012)については，土木学会で検証済み以上の地震規模に対して武村
(1998）を適用し，かつ，それを均質に設定していること，また島根県(2012)については，土木学会で検証済み以上のすべり量を設定し，かつ，それを均
質に設定していること，秋田県（2013) については地質構造の観点から想定できない地震発生層深さ46kmを設定していることから，国土交通省・内閣
府・文部科学省（2014）及びMurotani et al.(2015)等の最新の知見を踏まえた設定でない。 

・地震発生領域の連動を考慮した検討については，すべり量及びすべりの均質・不均質性について長大断層に関する最新の知見（P123,124参照）を踏
まえて設定しており，パラメータ設定は妥当であると考える。 

第632回審査会合以降，加筆・修正した内容を下線で示す。 

3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 鳥取県（2012）の波源モデルによる検討の位置付け（日本海東縁部に想定される地震による津波のパラメータ設定の考え方） 

土木学会に 
基づく検討 

地方自治体独自の波源モデルによる検討 地震発生領域の
連動を考慮した

検討 
石川県(2012)・ 
福井県(2012) 

島根県（2012） 鳥取県(2012) 秋田県(2013) 

断層長さ 131.1km 167km 222.7km 222.2km 350km 
（地震発生層深さ46km） 

350km 

Mw 7.85 7.99 8.01 8.16 8.69 8.09～8.25 

すべり量 
9.44m 

(傾斜角60°の場合) 
12.01m 9.5m 16m 

8.11m 
（平均） 

大すべり域:12m 
背景領域:4m 

平均:6m 

すべりの均質・
不均質性 

均質 均質 均質 均質 不均質 不均質 

すべり量を求め
るためのスケー

リング則 

武村(1998) 
 
 

武村(1998) 
Mw7.85のすべり量
9.44mを上回るよう

設定 
武村(1998) 

logＤ=10-10.2 

×(μS)0.5 

国土交通省・内閣
府・文部科学省

(2014) 

土木学会によりMw7.85
までのスケーリング則
の適用について検証済 

第771回審査会合 資料1-3 P175 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 まとめ 

第605回審査会合 資料1  P65 加筆・修正 

追加 

（１）地震発生領域の連動を考慮した検討 
①最大すべり量の比較検討 
・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討に用いる最大すべり量は，長大断層に関するその他のス
ケーリング則を用いて算出される最大すべり量を上回っていることを確認した。 
・鳥取県(2012)において採用している断層長さが約220kmの長大断層のすべり量16mは，以下に示す理由により地震発生領
域の連動を考慮した検討には採用しない。 
地震調査研究推進本部（2016）及び土木学会（2016）に示される近年の長大断層に対するスケーリング則を用いて算出され
る最大すべり量を大幅に上回る設定であること 
鳥取県(2012)が採用している武村（1998）のスケーリング則が準拠している内陸地殻内地震のデータの最大長さが85kmで
あり，それ以上の断層長さは外挿領域となっていること（P121参照） 
②すべりの均質・不均質性の検討 
・長大断層に関する最新の知見を踏まえると，長大断層の検討にあたってはすべりの不均質性を考慮するのが適当と考える。 
・鳥取県(2012)において採用している断層長さ約220kmの長大断層に対して武村(1998)を適用し，かつ，そのすべり量を均質
に設定する方法は，以下に示す理由により地震発生領域の連動を考慮した検討には採用しない。 
国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）及びMurotani et al.(2015)等の最新の知見を踏まえると，すべりの不均質性を考慮
することが適当であると考えられること 
 

（２）鳥取県（2012）の検討の位置付け 
・安全側の評価を実施する観点及び地方自治体による地域防災計画との整合を図る観点から，鳥取県が独自に設定してい
る波源モデルに対して数値シミュレーションを実施する。しかしながら，これら波源は，地震調査研究推進本部（2016）及び国
土交通省・内閣府・文部科学省（2014）等の長大断層に関する最新の科学的・技術的知見を踏まえた設定でないため，パラ
メータスタディによる不確かさの考慮は行わない。 
 

（３）日本海東縁部に想定される地震による津波のパラメータ設定の考え方 
・日本海東縁部の検討におけるパラメータ設定について，地方自治体独自の波源モデルによる検討においては，国土交通
省・内閣府・文部科学省（2014）及びMurotani et al.(2015)等の最新の知見を踏まえた設定でないが，土木学会に基づく検討及
び地震発生領域の連動を考慮した検討においては，土木学会及び最新の知見に基づき設定しているため，妥当であることが
確認できた。 

第632回審査会合以降，加筆・修正した内容を下線で示す。 

第771回審査会合 資料1-3 P176 再掲 



165 
3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 最大すべり量の比較検討（地震調査研究推進本部(2016)の方法） 
他の地震規模に係るスケーリング則を用いて

設定される最大すべり量 

下記の地震規模に係るスケーリング則を用い
て設定される最大すべり量を検討する。 

 

・地震調査研究推進本部(2016) 

 『レシピ』の方法 

 

・土木学会(2016)の方法 

日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動
を考慮した検討におけるすべり量は，下記1)～4)
の最新の知見に基づき，最大すべり量12mと設定
した。 

地震発生領域の連動を考慮した検討に 

おける最大すべり量 

比較 

【アスペリティのすべり量】 
   Da=5.72m（平均すべり量の２倍） 

・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討の
波源モデルはMw=8.09～8.25であり，地震規模（7.4＜Mw）の関係式
が適用される。 
・この関係式から算出される平均すべり量は2.86mとなる。また，アス
ペリティのすべり量は，震源断層全体の平均すべり量の２倍とされて
おり5.72mとなる。 

・地震調査研究推進本部（2016）では，活断層で発生する地震の地震規模（地震モーメントM0（N・m））を震源断層の面
積S（km2）との経験的関係より算出するとし，地震の規模に応じて３段階でS-M0関係式を使い分けることとしている。 

  M0=（S/2.23×1015）3/2×10-7    Mw＜6.5       Somerville et al.（1999）の式 

  M0=（S/4.24×1011）2×10-7   6.5≦Mw≦7.4   入倉・三宅（2001）の式 

  M0=S×1017             7.4＜Mw            Murotani et al.（2015）の式 

       

     Mw：モーメントマグニチュード  M0：地震モーメント（N・m）   S：断層面積（km2） 

           

・波源モデル（350km）はMw7.4以上であるため，上式より算定される平均すべり量は2.86mとなり，
最大すべり量は5.72mとなる。 

平均すべり量D(m) = M0/μ S  μ ＝3.5×1010(N/m2) 

 【地震調査研究推進本部（2016）のS-M0関係式】 

修正 
第632回審査会合 資料2 P14 再掲 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 最大すべり量の比較検討（土木学会(2016)の方法） 

・日本海東縁部に想定した
基準波源モデルはMw=8.09
～8.25であり，地震規模
（7.7≦Mw）の関係式が適用
される。 
・この関係式から算出される
平均すべり量は4.5mとなる。
また，アスペリティのすべり
量は，平均すべり量の2倍と
されており9.0mとなる。 

・土木学会（2016）では，国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）を参照して，日本海東縁部の地震規模（地震モーメン
トM0（N・m））を断層面積S（m2）との経験的関係式より算出するとし，地震の規模に応じて３段階でS-M0関係式を使い
分ける検討例を示している。 

・土木学会（2016）では，国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）を参照して，日本海東縁部の地震規模（地震モーメン
トM0（N・m））を断層面積S（m2）との経験的関係式より算出するとし，地震の規模に応じて３段階でS-M0関係式を使い
分ける検討例を示している 

  M0=（S/2.23×109）3/2×10-7     Mw＜6.5        Somerville et al.（1999）の式 

  M0=（S/4.24×105）2×10-7     6.5≦Mw＜7.7     入倉・三宅（2001）の式 

   M0=1.575×S×1011         7.7≦Mw        

     Mw：モーメントマグニチュード   M0：地震モーメント（N・m）        S：断層面積（m2） 

           
        ※世界の地殻内地震の地震規模と地殻厚さを検討した結果，地殻厚さが40km未満の領域ではMw8.0を超える地震が発生していないことを踏まえ，Mwの上限は8.0とされている。 

日本海東縁部の既往地震の平均すべり量4.5mで 
頭打ちとなる関係式（剛性率μ ：3.5×1010（N/m2）） 

・日本海東縁部に想定される地震発生領域の連動を考慮した検討の波源モデルはMw7.7以上である
ため，上式より算定される平均すべり量は4.5mとなり，最大すべり量は9.0mとなる。 

平均すべり量D(m) = M0/μ S  μ ＝3.5×1010(N/m2) 

 【土木学会（2016）のS-M0関係式】 
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3.地震による津波の想定 3-3 日本海東縁部に想定される地震による津波の検討 (5)波源設定の妥当性検討 

 すべりの均質・不均質性についての検討（地震調査研究推進本部（2012）） 

2011年東北地方太平洋沖地震のすべり分布 

地震調査研究推進本部(2012)より引用 

・地震調査研究推進本部(2012) （48）に示されるすべり分布によると，2011年東北地方太平洋沖地震に
おいて，すべりの不均質性により大きなすべりが生じた領域が確認できる。 
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